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● ● ● OBAYASHI Corporate Social Responsibility
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大林不動産株式会社（東京都千代田区）
タイ大林（バンコック）
株式会社オーシー・ファイナンス（東京都港区）
大林ＵＳＡ（ロサンゼルス）
オーク設備工業株式会社（東京都千代田区）
大林ファシリティーズ株式会社
（東京都千代田区）

主要な営業所
東京本社　東京都港区港南２丁目15番2号
本　　店　 大阪市中央区北浜東4番33号
札幌支店、東北支店（仙台市）、横浜支店、北陸
支店（新潟市）、名古屋支店、神戸支店、広島支
店、四国支店（高松市）、九州支店(福岡市)、海
外支店（東京都港区）
研究所
技術研究所（東京都清瀬市）
海外事務所
ロンドン、サンフランシスコ、大連、上海、台
北、マニラ、ジャカルタ、ハノイ、ホーチミン、
プノンペン、シンガポール、クアラルンプー
ル、バンコック、ドバイ

社　　　名：株式会社大林組
創　　　業：明治25年（1892年） 1月
設　　　立：昭和11年（1936年）12月
取締役社長：白石　達
東 京 本 社：東京都港区港南2丁目15番2号
資 本 金：577.52億円
従 業 員 数：9,294名（2009年3月31日現在）
建設業許可：大臣許可（特・般 -16）第 3000号
宅建業免許：大臣免許（12）第791号
事 業 内 容：国内外建設工事、地域開発・都
市開発・海洋開発・環境整備・その他建設に
関する事業、およびこれらに関するエンジニ
アリング・マネジメント・コンサルティング
業務、不動産事業ほか

財務情報の詳細はWebサイトをご覧ください 　　http://www.obayashi.co.jp/ir/index10.html
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私たちは、1993年から環境面の取り組みについて報告書を作
成し、2004年から社会的側面を加えました。2008年からは、
会社としての活動をＣＳＲの観点から捉えなおしてお伝えす
ることを目的に、「ＣＳＲ報告書」として発行しています。
この報告書では、ステークホルダーの皆様に私たちをご理解
いただくため、会社の活動の現況をまとめました。

・対象組織：株式会社大林組（一部グループ会社を含む）
・対象期間： 2008年度
 （2008年4月1日から2009年3月31日まで）
・対象分野：対象組織の社会、経済および環境活動
・参考としたガイドライン：
　 「ＧＲＩサステナビリティレポートガイドライン2006」
　「環境報告ガイドライン2007年版」（環境省）
・発行日：大林組ＣＳＲ報告書2009（2009年7月）
　＜前回＞2008年9月発行
　＜次回＞2010年7月発行予定
・作成部署：東京本社　広報室、地球環境室
・連絡先：〒108-8502
　東京都港区港南2－15－2　品川インターシティＢ棟
　TEL.03－5769－1014　FAX.03－5769－1910
　E-mail　csr@ml.obayashi.co.jp
　ホームページ　http://www.obayashi.co.jp

編集方針

詳細情報をホームページに掲載しています。
以下のＵＲＬをご参照ください。

　 ＣＳＲについて
　 http://www.obayashi.co.jp/envandsoc/index.html
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社
会
か
ら
の
信
頼
を
高
め
る
た
め
に

　

社
会
か
ら
信
頼
さ
れ
る
企
業
で
あ
る
た
め

に
、
法
令
遵
守
、
企
業
倫
理
の
確
立
を
、
全

て
の
活
動
の
根
幹
と
位
置
づ
け
、
取
り
組
ん

で
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
ス＊

１

テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
皆
様
と

の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
通
し
て
、
私
た

ち
に
対
す
る
期
待
や
要
請
は
何
か
を
よ
く
見

極
め
、
企
業
活
動
に
反
映
さ
せ
て
ま
い
り
ま

す
。

2
0
0
8
年
度
の
取
り
組
み
と
今
後
の
課
題

　

２
０
０
８
年
度
は
、
社
長
を
委
員
長
と
す

る
Ｃ＊

２

Ｓ
Ｒ
委
員
会
が
中
心
と
な
り
、
日
々
の

業
務
を
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
視
点
で
捉
え
直
し
、
社
員

一
人
ひ
と
り
が
、
そ
の
社
会
的
意
義
と
果
た

す
べ
き
責
任
を
理
解
し
、
自
覚
す
る
こ
と
に

重
点
を
置
き
ま
し
た
。

　

今
後
は
、 

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
皆
様
と

の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
も
重
点
を
置
き
、

Ｃ
Ｓ
Ｒ
へ
の
取
り
組
み
を
大
林
組
グ
ル
ー
プ

全
体
へ
展
開
す
る
こ
と
に
力
を
入
れ
て
い
き

ま
す
。

大
林
組
が
果
た
す
べ
き
社
会
的
責
任

　

建
設
と
そ
の
周
辺
の
事
業
を
通
じ
て
、
社

会
に
安
全
・
安
心
を
提
供
し
、
社
会
の
進
歩
・

発
展
に
貢
献
す
る
と
と
も
に
、
適
正
な
利
益

を
上
げ
、
企
業
と
し
て
成
長
し
続
け
る
こ

と
。
そ
れ
が
、
私
た
ち
大
林
組
の
第
一
の
社

会
的
責
任
で
す
。

　

ま
た
地
球
温
暖
化
問
題
な
ど
、
人
類
社
会

が
直
面
す
る
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
や
問
題
に
前

向
き
に
取
り
組
む
こ
と
も
重
要
な
責
任
で
す
。

　

こ
の
よ
う
な
社
会
的
責
任
を
、
社
員
全
員

が
常
に
意
識
し
、
果
た
し
て
い
く
た
め
に
、

「
企
業
理
念
」「
企
業
行
動
規
範
」
を
制
定
し

て
事
業
の
目
的
や
社
会
的
な
役
割
を
明
確
に

し
て
い
ま
す
。

  「
企
業
理
念
」「
企
業
行
動
規
範
」
の
詳
細
は
Ｗ
ｅ
ｂ

サ
イ
ト
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

主なコミュニケーション方法
私たちが果たすべき主な責任ステークホルダー

・発注者（国・地方
  自治体、民間企業、
　個人等）

・社員とその家族
・出向社員
・派遣社員

・協力会社

・現場周辺地域住民

・建設物の利用者

・学生
・一般市民

・社会
・環境

・株主
・投資家

・良質な建設物の提供
・インフラの整備
・価値あるサービスの提供
・事業リスク低減のサポート
・顧客情報の適正な管理

・公正公平な取引
・事業活動への協力と支援
・安全対策の強化充実

・地域住民との良好な関係の構築
・雇用の創出
・事故災害の防止
・地域の慣習の尊重
・災害時の支援

・良質な建設物の提供

・積極的な広報

・社会貢献
・建設文化発展への貢献
・地球環境への配慮

・適時適切な情報開示
・適正な利益の還元
・企業価値の向上

・雇用の維持と確保
・人材の活用と育成
・公正な評価と処遇
・多様な働き方の提供と支援
・快適な職場環境の提供
・個人情報の保護

情報開示方法 意見聴取方法

・ホームページ
・事業報告書
・アニュアルレポート
・ＣＳＲ報告書
・メールマガジン

・ホームページ
・営業担当者からの説明
・アニュアルレポート
・ＣＳＲ報告書

・営業担当者による聴取
・竣工時他アンケートの実施

・株主総会
・決算説明会
・株主アンケート
・お問い合わせ窓口

・お問い合わせ窓口

・お問い合わせ窓口

・イントラネット
・社内報
・ＣＳＲ報告書

・ＣＳＲ報告書

・人事考課時面談
・各種研修会･講習会
・相談窓口

・ホームページ
・購買担当者からの説明
・各種研修会
・講習会

・ホームページ
・現場近隣説明会
・現場見学会
・ＣＳＲ報告書

・現場近隣説明会
・現場見学会

・購買担当者による聴取
・各種研修会
・講習会
・ご相談窓口

お客様お客様

社員社員

株主株主

協力会社協力会社

地域・社会・
環境

地域・社会・
環境

社会の進歩・発展に貢献

お客様や社会に
安全・安心を提供

大林組 Check

Action

Plan

Do

大林組の
企業活動

株主・投資家への責任

地域・社会・環境への責任 協力会社とともに

社員とともに

お客様への責任

お客様

地域・社会・環境 協力会社

株主 社員

お客様

地域・社会・環境 協力会社

株主 社員

*２ＣＳＲ：
 Corporate Social Responsibilityの略。企業の社会的責任。企業が経済・社会・環境等の幅広い分野における責任を果たすこと
により、企業や社会の持続的な発展を目指す取り組み。

*１ステークホルダー：Stakeholder＝利害関係者。企業活動を行う際に直接・間接的に関わる人や配慮すべき対象のこと。

社
会
か
ら
信
頼
さ
れ
続
け
る

企
業
で
あ
る
た
め
に

１． 創造力と感性を磨き、技術力と知恵を駆使して、
空間に新たな価値を造り出す。

２．個性を伸ばし、人間性を尊重する。

３． 自然と調和し、地域社会に溶け込み、
豊かな文化づくりに寄与する。

これらによって、生活の向上、社会の進歩と
世界の発展に貢献する。

企業理念

ステークホルダーとの関わり

大
林
組
の
社
会
的
責
任

7
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２
０
０
８
年
度
活
動
総
括
と
２
０
０
９
年
度
目
標

（グループ会社等の表記について）
「グループ会社」 ： 国内外のグループ会社を表す
「海外」  ： 大林組の海外事務所と海外グループ会社を表す
特定しない場合 ： 大林組の国内を表す

（行動計画に対する達成度）
◯：目標を達成した
△： 目標に達しなかったが、活動内容が前年より向上した
×：目標に達しなかった

2
0
0
8
年
度
活
動
総
括

13

項
目

活
動
目
標

２
０
０
８
年
度
行
動
計
画
（
Ｐ
）

主
な
活
動
実
績
（
Ｄ
）

達
成
度

（
Ｃ
）

掲載頁

２
０
０
９
年
度
行
動
計
画
（
Ａ
）

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

／
コ
ー
ポ
レ
ー
ト

ガ
バ
ナ
ン
ス

●
全
社
的
な
企
業
倫
理
の
徹
底

●
グ
ル
ー
プ
会
社
の
企
業
倫
理
の

確
立

●
経
営
上
の
重
要
課
題
に
関
す
る

内
部
統
制
の
強
化

◆
全
職
場
で
の
企
業
倫
理
研
修
の
実
施

◆
内
部
通
報
制
度
の
整
備

◆
内
部
統
制
の
展
開
状
況
に
関
す
る
監
査
の
実

施

◆
各
支
店
お
よ
び
グ
ル
ー
プ
会
社
に
企
業
倫
理
委
員
会
を
設
置

◆
グ
ル
ー
プ
会
社
を
含
む
全
職
場
で
企
業
倫
理
研
修
を
実
施

◆
内
部
通
報
制
度
受
付
窓
口
を
弁
護
士
事
務
所
に
も
設
置

◆
内
部
統
制
の
現
状
に
つ
い
て
リ
ス
ク
と
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
重

点
を
置
い
た
監
査
を
開
始

○

P15-17

◆
グ
ル
ー
プ
会
社
を
含
む
全
職
場
で
の
企
業
倫
理
研

修
の
実
施（
継
続
）

◆
内
部
通
報
制
度
の
周
知
活
動
の
実
施（
継
続
）

◆
内
部
統
制
の
強
化
に
向
け
た
監
査
の
実
施（
継
続
）

株
主
・
投
資
家

へ
の
責
任

●
積
極
的
な
情
報
開
示
の
実
践

●
双
方
向
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

の
充
実

◆
外
国
人
投
資
家
向
け
財
務
情
報
の
充
実

◆
機
関
投
資
家
を
対
象
と
し
た
現
場
見
学
会
の

開
催

◆
四
半
期
ご
と
に
英
文
の
決
算
短
信
を
発
行

◆
機
関
投
資
家
と
個
別
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
開
催

◆
現
場
見
学
会
を
開
催

○

P18

◆
投
資
家
や
ア
ナ
リ
ス
ト
向
け
情
報
発
信
の
強
化

◆
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
Ｉ
Ｒ
サ
イ
ト
の
充
実

お客様への責任

品　

質

●
良
質
な
建
設
物
の
提
供

●
品
質
管
理
に
関
す
る
教
育
の
強
化

◆
品
質
管
理
・
技
術
に
関
す
る
教
育
の
推
進

◆
品
質
改
善
事
例
な
ど
を
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
で
社
内
展
開

◆
技
術
発
表
会
・
研
修
会
を
開
催

○

P19-24

◆
品
質
管
理
・
技
術
に
関
す
る
教
育
の
推
進（
継
続
）

技　

術

●
お
客
様
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
た

技
術
開
発
と
社
内
展
開

◆
お
客
様
の
ニ
ー
ズ
に
基
づ
い
た
最
先
端
技
術

の
開
発

◆
お
客
様
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
や
社
会
経
済
動
向
な
ど
に
基
づ
き

研
究
・
開
発
テ
ー
マ
を
選
定

○

◆
技
術
開
発
の
場
と
し
て
の
技
術
研
究
所
新
本
館
の
建
設
着
手

◆
都
市
お
よ
び
地
域
間
交
通
の
整
備
に
対
応
し
た
技

術
、
既
存
建
物
の
耐
震
補
強
技
術
な
ど
の
開
発

安
全
・
安
心

●
お
客
様
が
安
心
で
き
る
作
業
の

実
施

◆
お
客
様
や
建
設
現
場
周
辺
環
境
へ
影
響
を
及

ぼ
す
事
故
・
災
害
の
防
止

◆
建
設
現
場
の
周
辺
環
境
へ
配
慮
し
た
工
法
採
用
を
推
進

（
Ｕ
Ｒ
Ｕ
Ｐ
工
法
な
ど
）

○

◆
お
客
様
や
建
設
現
場
周
辺
環
境
へ
影
響
を
及
ぼ
す

事
故
・
災
害
の
防
止（
継
続
）

リ
ス
ク
軽
減

の
支
援

●
お
客
様
の
災
害
リ
ス
ク
軽
減
の

支
援

◆
災
害
発
生
時
の
迅
速
な
対
応

◆
災
害
発
生
時
の
リ
ス
ク
軽
減
に
向
け
た
支
援

◆
首
都
高
災
害
復
旧
工
事
な
ど
を
実
施

◆
耐
震
補
強
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
対
策
な
ど
に
関
し
保
有

技
術
を
提
案

○

◆
災
害
発
生
時
の
迅
速
な
対
応（
継
続
）

◆
お
客
様
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
支
援
に
向
け
た
技
術
提
案
の
展

開（
継
続
）

建
設
現
場
の

安
全
衛
生

●
重
大
災
害
、
墜
落
災
害
、
機
械
災

害
の
防
止

●
協
力
会
社
の
自
主
管
理
強
化
の

指
導
・
支
援

●
健
康
に
配
慮
し
た
職
場
づ
く
り

の
推
進

◆
労
働
災
害
防
止
運
動
の
推
進

◆
労
働
災
害
の
度
数
率
、
強
度
率
が
前
年
度
よ
り
低
下

△

P25-27

◆
労
働
災
害
防
止
運
動
の
推
進（
継
続
）

◆
協
力
会
社
に
対
す
る
安
全
衛
生
管
理
の
指

導
・
支
援

◆
安
全
衛
生
教
育
に
関
し
、
協
力
会
社
へ
講
師
派
遣
な
ど
の
支

援
を
実
施

○

◆
協
力
会
社
に
対
す
る
安
全
衛
生
管
理
教
育
・
支
援

（
継
続
）

◆
海
外
で
の
安
全
衛
生
管
理
の
指
導

◆
海
外
各
国
の
状
況
に
合
っ
た
安
全
衛
生
管
理
を
推
進

○

◆
ア
ジ
ア
各
国
で
日
本
の
安
全
衛
生
管
理
の
手
法
を

参
考
に
し
た
管
理
の
展
開

協
力
会
社
と
と
も
に

●
信
頼
関
係
強
化

●
各
種
支
援
策
の
推
進

◆
技
能
向
上
研
修
会
の
活
動
支
援

◆
業
務
効
率
化
の
支
援

◆
優
良
協
力
会
社
表
彰
に
よ
る
技
能
向
上
の
促
進

◆
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
研
修
会
な
ど
を
実
施

◆
安
全
関
係
書
類
の
作
成
な
ど
を
電
子
化

○

P28

◆
Ｃ
Ｓ
Ｒ
調
達
に
向
け
た
啓
発
活
動

◆
協
力
会
社
が
開
催
す
る
研
修
会
な
ど
へ
の
支
援（
継
続
）

◆
Ｗ
ｅ
ｂ
を
活
用
し
た
電
子
契
約
な
ど
業
務
効
率
の

向
上（
継
続
）

社
員
と
と
も
に

●
多
様
な
人
材
が
活
躍
で
き
る
職

場
づ
く
り
の
推
進

◆
海
外
グ
ル
ー
プ
会
社
社
員
の
日
本
国
内
研
修

◆
海
外
グ
ル
ー
プ
会
社
の
社
員
を
日
本
国
内
で
研
修

○

P29-32

◆
海
外
グ
ル
ー
プ
会
社
社
員
の
日
本
国
内
研
修（
継
続
）

◆
退
職
者
再
雇
用
の
推
進

◆
退
職
者
再
雇
用
を
促
進

○

◆
退
職
者
再
雇
用
の
推
進（
継
続
）

◆
障
が
い
者
雇
用
率
目
標　

２
．
０
％

◆
障
が
い
者
の
職
域
を
拡
大

（
雇
用
率　

２
０
０
９
年
3
月
末
現
在 

1
．
９
０
％
）

△

◆
障
が
い
者
雇
用
率
目
標　

２
．
０
％
（
継
続
）

◆
福
祉
支
援
課
を
設
置

○

●
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

の
推
進

◆
総
労
働
時
間
の
縮
減

◆
育
児
関
連
諸
制
度
の
利
用
促
進

◆
心
と
体
の
健
康
づ
く
り
の
推
進

◆
建
設
現
場
の
社
員
を
対
象
と
し
た
半
日
年
休
制
度
を
導
入

◆
育
児
関
連
諸
制
度
を
拡
充

◆
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
の
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
の
整
備

○

◆
総
労
働
時
間
の
縮
減（
継
続
）

◆
育
児
関
連
諸
制
度
の
利
用
促
進（
継
続
）

◆
心
と
か
ら
だ
の
健
康
づ
く
り
の
推
進（
継
続
）

◆
海
外
勤
務
者
に
対
す
る
健
康
サ
ポ
ー
ト
体
制
の
整
備

●
人
材
育
成
の
推
進

◆
人
材
教
育
制
度
の
充
実

◆
Ｏ
Ｊ
Ｔ
の
実
効
性
を
高
め
る
た
め
の
教
育
と
事
業
分
野
別
教

育
の
充
実
を
柱
と
す
る
新
教
育
方
針
を
策
定

○

◆
新
方
針
に
基
づ
く
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成
お
よ

び
実
施

◆
新
方
針
を
実
施
す
る
た
め
教
育
推
進
室
を
新
設

環
境
へ
の
責
任

●
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
削
減

◆
建
物
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
を
考
慮
し
た
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
削
減
活
動
の
推
進

◆
建
設
現
場
で
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
削
減
活
動
の

推
進

◆
建
物
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
削
減
す
る

設
計
を
実
施（
基
準
建
物
比
30
％
削
減
）

◆
建
設
現
場
で
省
燃
費
運
転
な
ど
に
よ
る
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
削
減

活
動
を
実
施（
1
9
9
0
年
度
比
46
％
削
減
）

○

P33-42

◆
建
物
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
を
考
慮
し
た
Ｃ
Ｏ
２
排

出
量
削
減
活
動
の
推
進（
継
続
）

◆
建
設
現
場
で
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
削
減
活
動
の
推
進

（
継
続
）

●
建
設
廃
棄
物
総
排
出
量
の
削
減

と
リ
サ
イ
ク
ル
率
の
向
上

◆
建
設
現
場
で
の
廃
棄
物
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ

ン
活
動
の
推
進

◆
全
建
設
現
場
で
廃
棄
物
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
活
動
を
実
施

（
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
達
成
率
84
％
）

◆
建
設
廃
棄
物
処
理
に
関
す
る
電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
利
用
を

促
進（
利
用
率
59
％
）

○

◆
建
設
現
場
で
の
廃
棄
物
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
活

動
の
推
進（
継
続
）

●
化
学
物
質
の
適
正
な
管
理
と
使

用
量
の
削
減

◆
提
案
、
設
計
、
建
設
な
ど
各
段
階
で
の
化
学

物
質
対
策
の
推
進

◆
自
社
施
設
で
の
化
学
物
質
排
出
把
握
管
理
促

進
法
対
象
物
質
取
扱
量
削
減
の
推
進

◆
汚
染
土
壌
浄
化
技
術
を
開
発
・
展
開

◆
機
械
工
場
な
ど
で
化
学
物
質
排
出
把
握
管
理
促
進
法
対
象
物

質
の
使
用
量
を
削
減（
前
年
度
比
97
㎏
削
減
）

○

◆
提
案
、
設
計
、
建
設
な
ど
各
段
階
で
の
化
学
物
質

対
策
の
推
進（
継
続
）

◆
自
社
施
設
で
の
化
学
物
質
排
出
把
握
管
理
促
進
法

対
象
物
質
取
扱
量
削
減
の
推
進（
継
続
）

●
自
然
環
境
・
生
態
系
へ
の
負
荷

低
減

◆
提
案
、
設
計
、
建
設
な
ど
各
段
階
で
の
生
態

系
へ
の
配
慮
の
推
進

◆ 

建
設
現
場
で
希
少
動
物
の
移
動
な
ど
生
態
系
へ
の
配
慮
を

実
施

○

◆「
生
物
多
様
性
に
関
す
る
方
針
」
の
策
定
と
社
内

周
知

◆
提
案
、
設
計
、
建
設
な
ど
各
段
階
で
の
生
態
系
へ

の
配
慮
の
推
進（
継
続
）

●
グ
リ
ー
ン
調
達
の
推
進

◆
建
設
資
機
材
の
グ
リ
ー
ン
調
達
の
推
進

◆
事
務
用
品
な
ど
の
グ
リ
ー
ン
調
達
の
推
進

◆
建
設
資
機
材
の
グ
リ
ー
ン
調
達
を
実
施（
調
達
率
18
%
）

◆
事
務
用
品
な
ど
の
グ
リ
ー
ン
調
達
を
実
施（
調
達
率
75
%
）

△

◆
建
設
資
機
材
の
グ
リ
ー
ン
調
達
基
準
の
見
直
し

◆
事
務
用
品
な
ど
の
グ
リ
ー
ン
調
達
の
推
進（
継
続
）

●
環
境
に
関
す
る
意
識
の
向
上

◆
環
境
法
令
の
遵
守

◆
環
境
に
関
す
る
教
育
の
推
進

◆
環
境
法
令
研
修
な
ど
を
実
施

◆
環
境
に
関
す
る
講
演
会
を
開
催

○

◆
環
境
法
令
の
遵
守（
継
続
）

◆
環
境
に
関
す
る
教
育
の
推
進（
継
続
）

◆
大
林
組
環
境
大
賞
表
彰
式
・
事
例
発
表
会
の
開
催

社
会
貢
献

●
社
会
貢
献
活
動
の
推
進

◆「
地
域
貢
献
」「
教
育
・
学
術
研
究
支
援
」「
建

設
文
化
振
興
」
の
分
野
を
中
心
に
し
た
社
会

貢
献
活
動
の
推
進

◆
全
国
の
建
設
現
場
に
お
い
て
さ
ま
ざ
ま
な
地
域
貢
献
活
動
を
実
施

◆
そ
の
他
各
種
の
貢
献
活
動（
教
育
・
学
術
研
究
支
援
、
建
設

文
化
振
興
、
ス
ポ
ー
ツ
支
援
な
ど
）を
実
施

○

P43-46

◆「
地
域
貢
献
」「
教
育
・
学
術
研
究
支
援
」「
建
設
文

化
振
興
」
の
分
野
を
中
心
に
し
た
社
会
貢
献
活
動

の
推
進（
継
続
）
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【
国
内
外
の
職
場
で
企
業
倫
理
研
修
を
実
施
】

　

毎
年
４
月
に
企
業
倫
理
研
修
を
行
っ
て

い
ま
す
。
２
０
０
８
年
度
は
、
国
内
外
の
約

１
２
０
０
の
部
門
で
、
役
員
お
よ
び
全
社
員

約
１
０
０
０
０
人
が
研
修
を
受
け
ま
し
た
。

　

こ
の
研
修
で
は
、
部
門
長
が
講
師
を
務
め

「
企
業
倫
理
の
徹
底
の
た
め
の
５
つ
の
行
動

指
針
」
を
確
認
し
た
上
で
、
具
体
的
な
事
例

を
使
っ
た
討
議
を
各
職
場
ご
と
に
行
い
ま

す
。
研
修
後
に
は
さ
ら
に
、ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ

に
よ
る
研
修
と
理
解
度
の
測
定
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　

ま
た
、
社
外
か
ら
講
師
を
招
き
、
役
員
を

対
象
と
し
た
企
業
倫
理
研
修
を
実
施
し
て
い

ま
す
。

　

海
外
の
グ
ル
ー
プ
会
社
で
は
、
日
本
国
内

で
使
用
し
た
教
材
や
企
業
倫
理
携
帯
カ
ー
ド

を
、
現
地
の
言
語
に
翻
訳
し
て
研
修
を
実
施

し
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
に
も
、
反
社
会
的
勢
力
の
排
除

を
徹
底
す
る
た
め
、
警
察
や
暴
追
セ
ン
タ
ー

か
ら
講
師
を
招
き
、
工
事
事
務
所
勤
務
者
を

対
象
と
す
る
講
習
会
な
ど
を
、
機
会
を
捉
え

て
行
っ
て
い
ま
す
。

【
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
】

　

監
査
役
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
定
期
的

に
行
っ
て
い
ま
す
。

　

２
０
０
８
年
度
に
は
、
独
占
禁
止
法
遵
守

の
徹
底
状
況
の
確
認
な
ど
を
中
心
に
、
部
門

長
な
ど
を
対
象
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
う
な
ど

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施
し
ま
し
た
。
そ
の
結

果
は
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
意
識
は
根
付

い
て
い
る
が
、
継
続
的
に
周
知
徹
底
な
ど
の

取
り
組
み
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が
今
後
も
有

効
で
あ
る
と
総
括
さ
れ
ま
し
た
。

【
内
部
通
報
受
付
窓
口
の
増
設
】

　

私
た
ち
の
事
業
に
従
事
す
る
方
は
誰
で

も
、
内
部
通
報
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

　

２
０
０
８
年
８
月
、
社
外
の
弁
護
士
事
務

所
に
も
通
報
窓
口
を
設
置
し
、
通
報
者
が
利

用
し
や
す
い
環
境
を
整
え
ま
し
た
。
各
職
場

で
は
ポ
ス
タ
ー
を
掲
示
し
、
会
社
を
よ
り
良

く
す
る
た
め
に
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

通
報
さ
れ
た
内
容
は
、
直
ち
に
事
実
関
係

な
ど
を
調
査
し
、
必
要
な
措
置
を
取
っ
て
お

り
、
法
令
遵
守
の
徹
底
に
役
立
っ
て
い
ま

す
。

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

　

私
た
ち
は
、
か
ね
て
か
ら
企
業
理
念
の
実

践
と
社
会
や
お
客
様
か
ら
の
信
頼
確
保
に
努

め
て
き
ま
し
た
。
企
業
と
し
て
の
法
令
遵
守

は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
社
員
一
人
ひ
と
り
が

倫
理
観
の
涵
養
に
努
め
、
企
業
活
動
に
お
い

て
高
い
倫
理
観
を
持
っ
て
良
識
あ
る
行
動
を

実
践
す
る
こ
と
が
必
要
と
考
え
て
い
ま
す
。

  

企
業
倫
理
へ
の
取
り
組
み
の
詳
細
は
Ｗ
ｅ
ｂ

サ
イ
ト
を
ご
覧
く
だ
さ
い

高
い
倫
理
観
を
も
っ
た

企
業
で
あ
り
続
け
る
た
め
に

【
各
支
店
と
グ
ル
ー
プ
会
社
に
企
業
倫
理
委
員
会

 

を
設
置
】

　

２
０
０
８
年
に
は
各
支
店
と
グ
ル
ー
プ
会

社
に
企
業
倫
理
委
員
会
を
立
ち
上
げ
ま
し
た
。

支
店
長
や
各
社
の
社
長
を
委
員
長
と
す
る
そ

れ
ぞ
れ
の
委
員
会
は
、各
支
店
、各
社
の
状
況

に
応
じ
て
自
主
的
な
活
動
を
行
い
、グ
ル
ー
プ

全
体
の
企
業
倫
理
の
徹
底
を
図
っ
て
い
ま
す
。

役員を対象とした企業倫理研修

　

２
０
０
８
年
度
の
主
な
取
り
組
み

● 

各
支
店
お
よ
び
グ
ル
ー
プ
会
社
に
企
業
倫
理
委
員
会
を
設
置

● 

国
内
外
の
全
職
場
で
企
業
倫
理
研
修
を
実
施

● 

内
部
通
報
制
度
受
付
窓
口
を
増
設

● 

リ
ス
ク
と
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
重
点
を
置
い
た
監
査
を
実
施

健
全
な
企
業
風
土
の
確
立

基
本
的
な
考
え
方

大 林 組

協力会社 グループ会社

講師派遣等

取り組みを
水平展開

報告

各支店企業倫理委員会
（委員長：支店長）

企業倫理委員会
（委員長：社長）

コンプライアンス
研修会

コンプライアンス
研修会

企業倫理体制図

各国の現地語による教材（左：タイ語、右：ベトナム語）

当会社においては、役職員一人一人が、法令を遵守すると
ともに、企業活動において高い倫理観を持って良識ある行
動を実践する。特に建設工事の受注においては、刑法及び
独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する
法律）に違反する行為など、入札の公正、公平を阻害する行
為を一切行わない。

当社定款第3条（法令遵守及び良識ある行動の実践）

反社会的勢力排除への取り組み

2008年9月、横浜支店では神奈川県警から講師を招
き、反社会的勢力の排除を目的とする「不当要求防
止講習会」を開催しました。講師から暴力団対策法
や最近の情勢などについ
て説明を受けた後、実際
のケースを想定した研修
を実施。不当要求に屈し
ないための基本的な対応
を学びました。

企業倫理カード（中国語）

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
／
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

15
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コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

　

私
た
ち
は
、
広
く
社
会
か
ら
信
頼
さ
れ
る

企
業
と
な
る
た
め
に
は
、
強
力
な
業
務
執
行

体
制
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、
経
営
の
透
明

性
、
健
全
性
を
高
め
る
こ
と
が
重
要
と
考
え

て
い
ま
す
。

  

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
詳
細
に
つ
い
て

は
、
Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト
を
ご
覧
く
だ
さ
い

社
会
か
ら
信
頼
さ
れ
る
企
業
と
し
て

【
内
部
統
制
の
強
化
】

　

金
融
商
品
取
引
法
に
基
づ
く
財
務
報
告
に

係
る
内
部
統
制
報
告
制
度
へ
の
対
応
と
し

て
、
２
０
０
７
年
度
末
ま
で
に
、
内
部
統
制

シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
行
い
ま
し
た
。

　

２
０
０
８
年
度
は
、
制
度
の
導
入
を
機

に
、
財
務
報
告
の
信
頼
性
の
他
、「
企
業
倫
理

の
徹
底
」な
ど
経
営
上
の
重
要
な
課
題
に
つ

い
て
、
リ
ス
ク
と
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
重
点
を

置
い
た
内
部
監
査
を
開
始
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
社
員
に
対
し
て
、
理
解
と
浸
透
を

図
る
た
め
に
、ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
を
実
施
し
て

い
ま
す
。

【
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
取
り
組
み
】

　

大
切
な
情
報
資
産（
情
報
や
情
報
シ
ス
テ

ム
）を
さ
ま
ざ
ま
な
リ
ス
ク
か
ら
守
る
た
め

に
、「
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ポ
リ
シ
ー
」を
制

定
し
、
対
策
を
講
じ
て
い
ま
す
。

　

全
社
員
に
対
し
、
e
ラ
ー
ニ
ン
グ
に
よ
る

教
育
を
行
う
と
同
時
に
、
協
力
会
社
の
皆
様

に
も
情
報
漏
え
い
防
止
の
徹
底
を
お
願
い

し
て
い
ま
す
。
２
０
０
８
年
度
に
は
、
建
設

現
場
の
作
業
員
の
方
々
に
向
け
た
教
材
を

作
成
す
る
な
ど
、
事
故
防
止
に
努
め
ま
し

た
。  

個
人
情
報
保
護
に
つ
い
て
は
、
Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト

を
ご
覧
く
だ
さ
い

基
本
的
な
考
え
方

　

私
た
ち
は
、
企
業
価
値
を
向
上
さ
せ
、
株

主
の
皆
様
に
利
益
を
還
元
す
る
と
い
う
、
責

任
を
果
た
し
て
い
き
ま
す
。

　

利
益
配
分
に
つ
い
て
は
、
長
期
に
わ
た
り

安
定
し
た
配
当
を
行
う
こ
と
を
第
一
に
、
業

績
に
応
じ
た
利
益
還
元
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

投
資
判
断
に
有
効
な
情
報
を

積
極
的
に
開
示

　

市
場
か
ら
適
切
な
評
価
を
い
た
だ
け
る
よ

う
、
経
営
に
関
す
る
事
項
を
適
時
・
適
切
に

開
示
す
る
だ
け
で
な
く
、
皆
様
が
投
資
を
判

断
す
る
際
に
、
有
効
か
つ
重
要
と
思
わ
れ
る

情
報
に
関
し
て
も
積
極
的
に
開
示
す
る
よ
う

努
め
て
い
ま
す
。

　

２
０
０
８
年
度
は
、
英
文
で
、
四
半
期
毎

の
決
算
短
信
や
Ｉ
Ｒ
ニ
ュ
ー
ス
を
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
に
掲
載
す
る
な
ど
、
外
国
人
投
資
家
向

け
の
情
報
開
示
に
つ
い
て
、
そ
の
内
容
や
方

法
の
充
実
を
図
り
ま
し
た
。

投
資
家
と
の

コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン
を
充
実

　

投
資
家
の
皆
様
と
の
信
頼
関
係
を
築
く
た

め
に
は
、一
方
的
な
情
報
開
示
だ
け
で
な
く
、

皆
様
と
意
見
交
換
を
行
う
双
方
向
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て

い
ま
す
。
２
０
０
８
年
度
は
次
の
よ
う
に
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
方
法
を
充
実
し
、
理

解
を
深
め
て
い
た
だ
く
よ
う
努
め
ま
し
た
。

【 

第
１
、
第
３
四
半
期
の
決
算
発
表
時
に
、

テ
レ
フ
ォ
ン
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
を
実
施
】

　

決
算
説
明
会
を
上
半
期
と
通
期
に
つ
い
て

年
2
回
、
開
催
し
て
い
ま
す
。
2
0
0
8
年

度
は
、
第
1
、
第
３
四
半
期
に
つ
い
て
も
、

決
算
発
表
の
当
日
に
、
ア
ナ
リ
ス
ト
や
機
関

投
資
家
を
対
象
と
し
た
電
話
会
議
形
式
で
の

説
明
と
質
疑
応
答
を
行
い
ま
し
た
。

【 

個
別
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
や
投
資
家
と
の
意
見

交
換
の
実
施
】　

　

国
内
お
よ
び
海
外
の
ア
ナ
リ
ス
ト
や
投
資

家
の
皆
様
と
直
接
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
す

る
個
別
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
、
年
間
に
1
3
0

件
程
度
実
施
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
経
営
ト

ッ
プ
が
機
関
投
資
家
や
ア
ナ
リ
ス
ト
と
定
期

的
に
意
見
交
換
会
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

私
た
ち
へ
の
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
け
る

よ
う
、情
報
開
示
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の

内
容
と
方
法
を
よ
り
充
実
さ
せ
て
い
き
ま
す
。

  

Ｉ
Ｒ
投
資
家
情
報
の
詳
細
に
つ
い
て
は
W
e
b

サ
イ
ト
を
ご
覧
く
だ
さ
い

次
年
度
以
降
の
取
り
組
み

基
本
的
な
考
え
方企

業
価
値
の
向
上
を
目
指
し
て

経営体制図

株主総会

（任期1

・経営の意思決定
・業務執行

　行為に対する監督

機
　
能

機
　
能

取締役会に出席、質疑応答、適法性監査

取締役会付議事項及び報告事項の上程

社内監査役（常勤）
社外監査役（非常勤）

監　査　役

選任・解任
（任期4年）

選任・解任
（任期1年） 機

　
能

経営会議

機
　
能

・経営上の重要事項の報告、
　審議、指示、決議（取締役
　会からの授権範囲内）

・経営戦略の伝達
・業務執行状況の報告

監査役会

執行役員会議執行役員

取締役会

金融機関

42.70%

外国法人など

24.68%

その他法人

9.23%

個人・その他

23.39%

所有者別株主の状況（平成 21年 3月末現在）

平成21年3月末現在の発行済株式総数は
721,509,646株、総株主数は50,279名です。
（自己株式2,466,726株を含む）

　

私
た
ち
は
大
林
組
グ
ル
ー
プ
全
体
と
し
て

引
き
続
き
企
業
倫
理
の
確
立
と
定
着
に
努
め

ま
す
。

　

ま
た
、
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て

は
、
随
時
見
直
し
を
行
い
、
財
務
情
報
の
信

頼
性
の
確
保
と
と
も
に
、
業
務
の
有
効
性
や

効
率
性
を
高
め
て
い
き
ま
す
。

次
年
度
以
降
の
取
り
組
み

現場見学会の開催

2008年9月、川崎水江工事事務所（神奈川県川崎市）
に機関投資家やアナリストなど43名を招き、現場見
学会を開催しました。コストダウンを図る具体的な
取り組みなどについて質疑応答を行いました。今後
も現場見学会を定期的に行っていく予定です。

　

２
０
０
８
年
度
の
主
な
取
り
組
み

● 

四
半
期
ご
と
に
英
文
決
算
短
信
を
発
行

● 

機
関
投
資
家
と
個
別
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
開
催

● 

機
関
投
資
家
等
を
対
象
と
し
た
現
場
見
学
会
を
開
催

株
主
・
投
資
家
へ
の
責
任
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施
工
な
ど
の
業
務
で
積
極
的
に
活
用
し
て
い

ま
す
。

【
さ
ま
ざ
ま
な
事
例
を
水
平
展
開
】

　

品
質
に
関
す
る
創
意
工
夫
、予
防
対
策
、改

善
事
例
な
ど
を
全
社
的
に
収
集
し
、
社
内
展

開
し
て
い
ま
す
。

　

不
具
合
事
例
は
、
そ
の
処
置
と
再
発
防
止

策
を
ま
と
め
た「
品
質
不
具
合
防
止
Ｆ
Ｂ（
フ

ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
）シ
ー
ト
」を
作
成
し
、
社
内

で
水
平
展
開
し
て
、防
止
に
努
め
て
い
ま
す
。

【
品
質
向
上
の
た
め
の
教
育
】

　

品
質
管
理
向
上
の
た
め
に
、
集
合
研
修
を

実
施
し
、
高
い
管
理
能
力
を
も
つ
人
材
の
育

成
に
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。
日
常
業
務
を
通

じ
て
行
う
教
育
に
加
え
て
、
集
合
研
修
や
、

ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
品
質
に
関
す
る
知
識
や
管
理
技
術
の
教

育
を
し
て
い
ま
す
。

　

建
設
事
業
の
社
会
的
使
命
は
、
ビ
ル
や
工

場
な
ど
の
建
物
や
道
路
・
橋
・
ト
ン
ネ
ル
と

い
っ
た
構
造
物
を
造
る
こ
と
を
通
し
て
、
生

活
の
質
の
向
上
、
経
済
の
発
展
に
寄
与
す
る

こ
と
に
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
建
設
事
業
に
携
わ
る
私
た
ち

は
、
直
接
工
事
を
発
注
し
て
い
た
だ
く
事
業

主
様
は
も
ち
ろ
ん
、
建
設
物
を
長
期
間
に
わ

た
っ
て
利
用
さ
れ
る
皆
様
や
、
周
辺
地
域
、

社
会
ま
で
を
含
め
て
、
広
く
「
お
客
様
」
と

し
て
捉
え
て
い
ま
す
。

　

技
術
と
経
験
に
基
づ
い
た
総
合
力
を
駆
使

し
て
お
客
様
の
ご
要
望
や
ご
期
待
に
お
応
え

し
、
心
か
ら
満
足
し
て
い
た
だ
く
こ
と
が
、

お
客
様
へ
の
責
任
を
果
た
す
こ
と
だ
と
考
え

て
い
ま
す
。

真
の
お
客
様
満
足
の
た
め
の

「
4
つ
の
柱
」

　

創
業
以
来
、
長
い
歴
史
と
共
に
お
客
様
の

ご
要
望
に
お
応
え
す
る
努
力
を
続
け
て
き
ま

し
た
。
誠
実
な
設
計
・
施
工
の
プ
ロ
セ
ス
を

通
じ
て
実
現
す
る
「
品
質
」、
新
し
い
ニ
ー
ズ

に
対
応
す
る
「
技
術
」、
工
事
現
場
に
お
け
る

「
安
全
な
施
工
」、
お
客
様
の
Ｂ＊

１

Ｃ
Ｐ
を
サ
ポ

ー
ト
す
る
「
リ
ス
ク
軽
減
の
支
援
」
を
柱
に

し
て
、
真
の
お
客
様
満
足
を
目
指
し
て
い
ま

す
。

絶
え
間
な
い
改
善
に
よ
っ
て

築
か
れ
る　
「
品
質
」

　

私
た
ち
の
掲
げ
る
品
質
方
針
は
、「
お
客

様
満
足
」を
第
一
と
し
て
い
ま
す
。

　

お
客
様
に
満
足
し
て
い
た
だ
け
る
品
質
を

確
保
す
る
た
め
に
は
、
こ
の
品
質
方
針
の
も

と
で
社
員
一
人
ひ
と
り
が
高
い
知
識
や
経
験

を
も
つ
こ
と
に
重
点
を
お
き
、
絶
え
間
な
い

品
質
改
善
活
動
を
続
け
て
い
ま
す
。

【
自
主
管
理
基
準
の
設
定
と
活
用
】

　

工
事
の
基
本
的
な
自
主
管
理
基
準
を
定

め
、
技
術
標
準
資
料
と
し
て
整
備
し
て
い
ま

す
。
こ
れ
を
工
事
の
種
類
ご
と
に
整
理
し

て
、
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
に
掲
載
し
、
設
計
や

　

２
０
０
８
年
度
の
主
な
取
り
組
み

● 

品
質
管
理
や
技
術
力
向
上
の
た
め
の
社
内
教
育
の
強
化

● 

災
害
発
生
時
の
復
旧
工
事

● 

お
客
様
の
Ｂ＊

１

Ｃ
Ｐ
を
支
援
す
る
た
め
に
保
有
技
術
を
提
案

真
の
お
客
様
満
足
を

目
指
し
て

基
本
的
な
考
え
方

＊１ＢＣＰ：Business Continuity Planの略で、企業の事業継続計画のこと。

当社では、品質マネジメントシステム（ＱＭＳ）により、企
画・設計・施工・アフターサービスの各段階で、最適な品
質管理を実施し、継続的な改善を行っています。

お客様ご要望 ご満足

の

建設物

引き渡し把握

品質マネジメントシステムの継続的改善

マネジメントレビュー

プロジェクトの実現
営業→設計→施工

チェック
及び改善

経営資源の
運用管理

品質パトロールを実施

品質管理のために工事の内容に合わせたチェッ
クポイントをあらかじめ設定しています。現場
が行う管理に加えて、工事について高い技術力
と豊富な経験をもつ工事部門の部長や＊２工務監
督が、建設現場で自身の目で確認しています。

コンクリート工事の不具合防止と建設物の品質確保を目的
に、若年職員を対象とした研修を実施しています。生コン工
場を直接訪問して、製造設備や製造工程を視察したり、品質
試験の実習を行っています。

コンクリート施工の品質管理研修を実施

お客様満足の向上を目指した継続的改善の実践に基づき、

お客様に安心し、満足し、誇りを持って使っていただける建設物を提供し、

もって、当社に対する信頼を高め、

会社の一層の発展を図る。

品質方針
生コンは「生もの」であり、工場で

の製造工程を含めた全体の管理が

生コンの「品質管理」であると強く

再認識しました。

研修で学んだことを実務に取り入

れ確かな品質管理に結びつけたい

と考えています。

東京本社東京土木事業部
コストマネジメント部
現場支援課　迫田史顕

生コン製造設備・工程のチェック

品質（＊３スランプ・空気量）
試験の実習

＊２ 工務監督：原則として工事事務所長経験者の中から選任。品質、工程管理他業務全般に関する指導・支援を行う。
＊３ スランプ試験：生コンの柔らかさや流動性の程度を示す試験。
 空気量試験：生コンの耐久性等を向上させるために必要な空気量を測定する試験。

お
客
様
へ
の
責
任

19
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社 会 に 貢 献 す る 技 術

展示会で技術を紹介

【
お
客
様
に
求
め
ら
れ
る
技
術
を
開
発
】

　

技
術
開
発
に
も「
お
客
様
満
足
」
の
理
念

が
貫
か
れ
て
い
ま
す
。
私
た
ち
は
、「
お
客
様

が
ど
の
よ
う
な
問
題
を
抱
え
、
ど
の
よ
う
な

技
術
を
必
要
と
さ
れ
て
い
る
か
」を
把
握
す

る
こ
と
を
常
に
心
が
け
て
い
ま
す
。

　

お
客
様
と
接
す
る
機
会
の
多
い
営
業
部
門

や
設
計
部
門
が
技
術
部
門
と
連
携
し
て
、
お

客
様
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
す
る
技
術
、
ま
た
は

お
客
様
自
身
が
ま
だ
気
付
か
れ
て
い
な
い
ニ

ー
ズ
を
掘
り
起
こ
し
、
そ
れ
を
解
決
す
る
技

術
を
開
発
し
て
お
く
こ
と
で
、
い
つ
で
も
お

客
様
の
期
待
に
お
応
え
し
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

　

よ
り
確
実
に
ニ
ー
ズ
を
把
握
す
る
た
め

に
、
お
客
様
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を

深
め
る
ほ
か
、
建
設
市
場
の
動
向
や
他
業
種

の
調
査
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
形
で
の
情
報
収
集

に
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
情
報
を
も
と

に
、
最
先
端
技
術
や
環
境
関
連
分
野
に
お
け

る
研
究
・
開
発
テ
ー
マ
を
選
定
し
、
未
来
を

見
据
え
た
技
術
の
開
発
を
行
っ
て
い
ま
す
。

【
技
術
提
案
力
の
強
化
】

　

建
設
業
は
、
す
べ
て
の
案
件
が
オ
ー
ダ
ー

メ
イ
ド
。
そ
れ
ぞ
れ
の
条
件
に

最
適
な
技
術
を
お
客
様
に
提
案

し
、
ご
満
足
い
た
だ
く
こ
と
を

心
が
け
て
い
ま
す
。

　

土
木
部
門
、
建
築
部
門
や
エ

ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
部
門
な
ど
、

さ
ま
ざ
ま
な
部
門
が
連
携
し
、

専
門
分
野
の
技
術
や
知
恵
を
融

合
し
て
、
私
た
ち
だ
か
ら
こ
そ

で
き
る
提
案
を
し
て
い
き
ま

す
。

【
技
術
の
水
平
展
開
・
教
育
】

　

す
べ
て
の
部
門
・
社
員
が
い
つ
で
も
お
客

様
に
最
適
な
技
術
を
提
案
で
き
る
よ
う
、
最

新
技
術
の
共
有
に
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。
新

た
に
開
発
し
た
技
術
や
、
実
際
に
建
設
現
場

で
適
用
し
た
最
新
事
例
を
紹
介
す
る
技
術
発

表
会
を
開
催
し
、
技
術
力
の
向
上
と
水
平
展

開
に
役
立
て
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
専
門
的
な
人
材
教
育
を
行
う
職
種

別
研
修
を
開
催
し
、
社
員
一
人
ひ
と
り
の
技

術
力
・
提
案
力
を
向
上
さ
せ
、
当
社
の
技
術

力
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　

地
上
か
ら
シ＊

２

ー
ル
ド
マ
シ
ン
を
発
進
し
て

ト
ン
ネ
ル
を
構
築
す
る
世
界
で
初
め
て
の
技

術
で
、
開
削
工
事
や
立
坑
が
不
要
と
な
る
た

め
、
従
来
工
法
と
比
較
し
て
約
３
分
の
１
の

期
間
で
施
工
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　

工
事
期
間
の
短
縮
と
必
要
な
部
分
だ
け
の

掘
削
に
よ
り
、
交
通
渋
滞
や
工
事
車
両
を
減

ら
す
こ
と
が
で
き
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
半
減

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

現
在
、
首
都
高
速
中
央
環
状
品
川
線
の
シ

ー
ル
ド
ト
ン
ネ
ル
工
事（
東
京
都
品
川
区
）

に
採
用
さ
れ
て
お
り
、
さ
が
み
縦
貫
川
尻
ト

ン
ネ
ル
工
事（
神
奈
川
県
相
模
原
市
）
で
の

採
用
も
決
定
し
て
い
ま
す
。

　

既
存
の
建
物
を
ジ
ャ
ッ
キ
で
持
ち

上
げ
て
仮
受
け
し
、
地
下
の
既
存
杭

を
切
断
し
て
免
震
装
置
で
受
け
替

え
、
建
物
全
体
の
免
震
化
を
図
る
工

法
で
す
。
地
震
災
害
が
発
生
し
た
場

合
に
庁
舎
と
し
て
の
機
能
を
確
保
す

る
こ
と
を
主
目
的
と
し
た
、
経
済
産

業
省
総
合
庁
舎
別
館（
東
京
都
千
代

田
区
）
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
工
事
に
採

用
さ
れ
ま
し
た
。

　

外
観
や
内
装
を
維
持
し
た
ま
ま
改

修
で
き
る
た
め
、
歴
史
的
建
造
物
の

保
全
に
も
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

この工法を採用することで、開削

区間を最小限にして、近接する既

設構造物や地上への影響を抑制す

るとともに、大型重機による騒音

を大幅に低減し、周辺環境に配慮

しています。

ジャッキで支える既存杭に
免震装置を設置

徹底した市場調査と
お客様のニーズに
合致した技術開発

技術の
有効活用による
競争力の強化

技術戦略に基づく
研究開発の

確実な推進と展開

技術による
新たな事業分野の

創出

土木技術と
建築技術の
融合

お客様の
ニーズに応える
技術を開発
するために技術開発における

多方面の連携
未来を見据えた
基盤技術の開発

この工法は、建物内部の柱や梁の補

強をせず、基礎の下部のみで施工で

きるため、建物の日常使用に影響が

少なく、お客様の『現状どおり使用

しながら免震化を』というご要望に

お応えすることができました。

す
べ
て
の
建
設
物
は
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド

お
客
様
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る　
「
技
術
」

「エネルギーソリューション＆蓄熱フェア ’０８」
省エネ屋外細霧冷房システム「さらっとミスト」に
は多くの人が足を止め、涼しさを体感

東京本社
ＵＲＵＰ大井ＪＶ
工事事務所
所長　中村鉄也

東京本社　
経産省耐震建築ＪＶ　
工事事務所　
所長　谷口英武

＊１URUP工法：Ultra Rapid Under Pass工法の略
＊２シールドマシン：主にトンネルの掘削に使用される掘削機。地盤を横に掘り進むことができる。
＊３耐震補強：建物の耐震性を向上させて倒壊を防ぐために、建物の構造体の強度を強めること

工
期
を
３
分
の
１
に
短
縮
で
き
る
「＊

１

Ｕユ
ー
ラ
ッ
プ

Ｒ
Ｕ
Ｐ
工
法
」

日
常
使
用
し
な
が
ら
耐＊

３

震
補
強
「
免
震
レ
ト
ロ
フ
ィ
ッ
ト
」

平成20年度技術開発成果発表会

トンネル立杭
開削

従来工法 工期3年

URUP工法 工期10ヶ月

庁舎を支える既存杭

「2008土壌・地下水環境展」
「クロロクリンＷ」（P36参照）などの汚染土壌対策
技術を紹介

京浜運河

品川清掃工場

八潮公園
地上到達

地上発進
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私
た
ち
は
、
地
震
や
豪
雨
な
ど
の
自
然
災

害
を
始
め
と
す
る
さ
ま
ざ
ま
な
災
害
に
備
え

て
、
お
客
様
の
生
活
や
事
業
活
動
へ
の
リ
ス

ク
を
軽
減
す
る
た
め
の
取
り
組
み
を
行
っ
て

い
ま
す
。

　

災
害
に
備
え
る
と
い
う
お
客
様
の
ニ
ー
ズ

に
お
応
え
す
る
た
め
、
例
え
ば
、
超
高
層
建

築
物
の
風
揺
れ
・
地
震
動
対
策
な
ど
の
技
術

開
発
を
行
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
最
近
社
会

的
な
話
題
と
な
っ
て
い
る
新
型
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ
に
つ
い
て
は
、
２
０
０
８
年
12
月
に
そ

の
対
策
に
つ
い
て
発
表
し
た
と
こ
ろ
、
多
く

の
方
か
ら
お
問
い
合
わ
せ
を
い
た
だ
き
、
社

会
の
関
心
が
高
い
こ
と
を
あ
ら
た
め
て
認
識

し
ま
し
た
。（
下
コ
ラ
ム
参
照
）

　

さ
ら
に
、
万
が
一
災
害
に
よ
っ
て
被
害
が

発
生
し
た
場
合
に
は
、
生
活
や
事
業
活
動
へ

の
影
響
を
軽
減
し
早
期
回
復
を
お
手
伝
い
す

る
た
め
に
、
い
つ
で
も
対
応
で
き
る
よ
う
体

制
を
整
え
て
い
ま
す
。
２
０
０
８
年
８
月
に

発
生
し
た
首
都
高
速
5
号
池
袋
線
の
事
故
で

は
、
短
期
間
で
の
復
旧
を
目
指
し
て
取
り
組

み
ま
し
た
。（
Ｐ
11
参
照
）

　

私
た
ち
が
施
工
し
た
建
設
物
に
満
足
し
て

い
た
だ
く
こ
と
へ
つ
な
が
る
よ
う
、
お
客
様

に
安
心
し
て
い
た
だ
け
る
安
全
な
施
工
を
第

一
に
考
え
て
い
ま
す
。

　

施
工
に
あ
た
っ
て
は
、
事
業
主
様
の
施
設

や
設
備
に
、
被
害
を
与
え
る
よ
う
な
事
故
を

起
こ
さ
な
い
の
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
建
設

現
場
近
隣
に
お
住
ま
い
の
方
や
、
周
辺
環
境

に
対
し
て
も
、
騒
音
・
振
動
対
策
、
事
故
災

害
や
交
通
渋
滞
の
防
止
な
ど
に
つ
い
て
、
常

に
配
慮
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
た
め
に
私
た
ち
は
、
建
設
現
場
ご
と

の
異
な
る
条
件
に
応
じ
、
技
術
や
知
識
を
活

用
し
て
適
切
な
計
画
を
立
て
て
い
ま
す
。
周

辺
環
境
に
影
響
の
少
な
い
短
期
間
で
の
施

工
、
新
し
い
技
術
の
開
発
に
も
取
り
組
み
、

安
全
安
心
な
施
工
に
努
め
て
い
ま
す
。

タワーマンションなどの超高層建築物は、日常の風揺れと大
地震の対策が同時に必要です。私たちは、小さな揺れから大
きな揺れまでに対応する制振装置を、東京工業大学の笠井和
彦教授と共同で開発しました。
この制振装置はブレーキダンパー（自動車のブレーキの仕
組みを応用し、ブレーキ材とステンレス鋼板の摩擦を利用）
と粘弾性ダンパー（ゴムのように力に応じて伸び縮みする
粘弾性体の抵抗を利用）を直列に組み合わせることで、互い
が補い合ってさまざまな揺れを１つの装置で大幅に低減し
ます。
北九州市内の新築超高層マンションに採用予定であり、低コ
スト・メンテナンスフリー・省スペースでありながら建物
の制振性能の大幅な向上を可能としています。

通行者と工事車両の接触を防ぐために、斜めから見える看
板や音声＋ライト＋遮断機で注意を促す標識を製作・設置

鉄筋の加工や型枠の使用、ポンプ車によるコンクリート
打設をせずに耐震壁を構築するため、騒音や振動がほと
んど発生しません。
マンションや病院などでは、工事中でも安心して施設を
利用していただけます。
また、ベニヤ型枠を使用しないため、森林保護や廃棄物
削減にも貢献する、地球環境にやさしい工法です。
　3Q＝Quiet, Quick and High-Quality

鉄筋を配置しながらブロックを積み上げ、ブロックの内部に特
殊な接着材を入れて構築

住宅地での工事には、コンクリートポンプ車全体を防音シ
ートで囲み騒音対策を実施

新型インフルエンザが発生し、病床が不足した場
合を想定して、短期間で施工できる「新型インフ
ルエンザ対応緊急病棟（パンデミックエマージェ
ンシーセンター）」を開発しました。ウイルスの早
期封じ込めや感染拡大の防止などが喫緊のとき、
患者を迅速に収容するための病床を設置すること
ができます。国や自治体、医療機関などの新型イ
ンフルエンザ対策に貢献したいと考えています。

一部の建設現場では、地元の皆様に安心し、興味をも
っていただけるように、工事の方法や工程、地元との
交流などの情報を、定期的に地元自治会経由で各戸に
配布したりWebを利用するなどして、情報発信して
います。
地元の皆様からは「毎月楽しみにしている」と好評を
いただいております。

お
客
様
が
安
心
で
き
る 

「
安
全
な
施
工
」の
た
め
に

お
客
様
自
身
の
リ
ス
ク
軽
減
の
支
援

現場周辺への配慮 低騒音・低振動で耐震補強工事が可能
 「3

サンキューウォール

Q-Wall」

工事事務所から情報発信

新型インフルエンザ対応緊急病棟
「パンデミックエマージェンシーセンター」

超高層建築物の風揺れ・地震動対策
「ハイブリッドブレーキダンパー」

　

お
客
様
が
抱
え
る
問
題
な
ど
を
解
決
す
る

た
め
、
よ
り
積
極
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
を
通
し
て
、
お
客
様
と
の
連
携
を
強
化
し

て
い
き
ま
す
。

　

技
術
開
発
に
あ
た
っ
て
は
、
お
客
様
の
ニ

ー
ズ
を
的
確
に
把
握
す
る
た
め
に
、
よ
り
多

面
的
で
詳
細
な
分
析
を
実
施
し
ま
す
。

　

今
後
も
お
客
様
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
を
支
援
す
る
技

術
提
案
や
社
会
的
な
問
題
の
解
決
に
積
極
的

に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

次
年
度
以
降
の
取
り
組
み

仙台北部造成工事事務所の工事だより
http://www.sendaihokubu-zousei.com/

臼田トンネル工事事
務所発行の「うすだ
トンネルニュース」

厚生労働省のガイドラインに則った新型インフ
ルエンザ対応緊急病棟（イメージ）

※1　間柱型： 柱と柱の間に設置する。出入り口と併設が可能。主に鉄骨造、
鉄筋コンクリート造向け

※2　 ブレース型：柱・梁に筋かい状に設置する。主に鉄骨造向け

※1　間柱型

※2　 ブレース型

ブレーキダンパー

粘弾性ダンパー

粘弾性ダンパー

ブレーキダンパー
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安
全
意
識
の
高
い
組
織
を

つ
く
る
た
め
に

【
労
働
災
害
防
止
三
大
運
動
の
推
進
】

①「
Ａ
Ｔ
Ｋ
Ｙ（
ア
タ
ッ
ク
ケ
イ
ワ
イ
）」
活
動

　

Ａ
Ｔ
Ｋ
Ｙ
活
動
と
は
、
作
業
場
所
で
安
全

設
備
な
ど
の
点
検
確
認
を
行
う
Ａ
Ｔ
Ｋ（
安

全
・
点
検
・
確
認
）と
、
危
険
を
予
測
し
、
こ

れ
を
防
止
す
る
た
め
の
行
動
目
標
を
設
定
す

る
Ｋ
Ｙ（
危
険
予
知
）を
一
つ
に
し
た
活
動
で

す
。
作
業
開
始
前
に
、
災
害
に
つ
な
が
り
そ

う
な
危
険
・
有
害
要
因
を
洗
い
出
し
、
そ
の

除
去
・
低
減
策
を
決
定
し
、
確
実
に
実
施
し

て
災
害
を
未
然
に
防
ぐ
こ
と
が
目
的
で
す
。

　

作
業
員
の
皆
さ
ん
に
こ
の
活
動
の
目
的
を

理
解
し
て
も
ら
い
、
意
識
の
向
上
を
図
り
ま

し
た
。

②
一
声
掛
け
運
動

　

建
設
現
場
で
作
業
員
の
不
安
全
行
動
に
気

付
い
た
ら
、
見
か
け
た
者
が
声
を
掛
け
て
注

意
し
合
い
、
災
害
の
発
生
を
未
然
に
防
ぐ
運

動
で
す
。
作
業
員
同
士
が
声
を
掛
け
合
え
る

よ
う
な
環
境
づ
く
り
に
努
め
ま
し
た
。

③
現
場
巡
視
強
化
運
動

　

工
事
事
務
所
職
員
が
、
指
示
事
項
が
確
実

に
実
施
さ
れ
て
い
る
か
確
認
し
、
安
全
設
備

の
点
検
や
不
安
全
行
動
を
防
止
す
る
た
め
の

巡
視
を
強
化
し
ま
し
た
。

【
事
故
発
生
時
の
情
報
の
共
有
と
再
発
防
止
】

　

重
大
な
災
害
が
起
こ
っ
た
場
合
に
は
、
再

発
防
止
の
た
め
に
、
そ
の
状
況
・
原
因
・
再

発
防
止
策
を
ま
と
め
、
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
な

ど
で
情
報
を
水
平
展
開
す
る
と
と
も
に
、
建

設
現
場
で
は
必
要
な
教
育
を
行
い
、
災
害
の

防
止
に
役
立
て
て
い
ま
す
。

　

私
た
ち
は
、「
人
間
性
の
尊
重
」
を
企
業
理

念
の
中
で
謳
い
、
多
く
の
人
が
働
く
建
設
現

場
の
安
全
を
最
重
要
事
項
と
考
え
て
い
ま

す
。
そ
し
て
「
建
設
現
場
で
働
く
全
員
の
安

全
と
健
康
を
確
保
し
、
快
適
な
職
場
環
境
の

形
成
を
促
進
す
る
」
こ
と
を
安
全
衛
生
理
念

と
し
て
掲
げ
て
い
ま
す
。

死
亡
災
害
絶
滅
へ
の

取
り
組
み

　

2
0
0
8
年
度
は「
死
亡
災
害
の
絶
滅
」

を
目
標
と
し
、
次
の
重
点
施
策
を
実
施
し
ま

し
た
。

（
１
） 

墜
落
災
害
の
防
止

　

・
安＊

１

全
帯
使
用
の
徹
底

　

・
安
全
設
備
設
置
の
確
認

（
２
） 

機
械
災
害
の
防
止

　

・
ク
レ
ー
ン
の
転
倒
に
よ
る
災
害
の
防
止

　

・
玉＊

２

掛
け
に
起
因
す
る
災
害
の
防
止

（
3
） 協
力
会
社
の
自
主
的
安
全
衛
生
管
理

向
上
に
向
け
て
の
指
導
・
支
援

（
4
） 健
康
に
配
慮
し
た
職
場
環
境
づ
く
り

の
推
進

　

ま
た
、
安
全
に
対
す
る
意
識
を
よ
り
一
層

高
め
る
た
め
に
、
特
に
労
働
災
害
防
止
に
向

け
た
次
の
よ
う
な
三
大
運
動
を
推
進
し
ま
し

た
。

0.5

1.5

（％） （件）

1.0

2.0
120

110

100

90

80

70

2004 2005 2006 2007 2008（年度）

件数

0.31 0.32

0.83 0.95
1.03

105
120

119

度数率

強度率
0.44

0.10

0.78
79

107

0.82

0.31

■ 件数：休業4日以上の災害件数
■ 度数率：災害発生の頻度（100万延労働時間あたりの死傷者数の割合）
■ 強度率：災害の程度（1,000延労働時間あたりの労働損失日数の割合）

　

２
０
０
８
年
度
の
主
な
取
り
組
み

● 

安
全
衛
生
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
重
点
施
策
を
推
進

● 

労
働
災
害
防
止
三
大
運
動
を
推
進

● 

協
力
会
社
の
安
全
衛
生
教
育
を
指
導
・
支
援

● 

海
外
の
建
設
現
場
で
各
国
の
状
況
に
応
じ
た
安
全
活
動
を

推
進

＊１安全帯：墜落事故から身を守るための保護具で、ベルトと命綱が一体となったもの。
＊２玉掛け：ワイヤーロープなどの吊り具を用いて、荷をクレーンなどのフックに掛け、吊り荷を所定の位置に運搬する一連の作業。

労働安全衛生マネジメントシステムの概念図

フィードバック

Check
Action

基
本
的
な
考
え
方 働

く
人
全
員
の

安
全
と
健
康
を
守
る
た
め
に

安全衛生理念を達成するために、安全に関する管理方法を体系化し
た「労働安全衛生マネジメントシステム」を運用

過去５年の安全成績

厚
生
労
働
省
が
主
催
す
る
「
第
11
回
安
全

優
良
職
長
厚
生
労
働
大
臣
顕
彰
」
で
、
協

力
会
社
の
職
長
が
顕
彰
さ
れ
ま
し
た
。

所
属
／
株
式
会
社
松
村
組

職
種
／
鳶
工

「
世
界
的
不
況
の
中
、
建
設
業
も
大
変
な
時

期
を
迎
え
て
お
り
ま
す
が
、
こ
の
よ
う
な

時
こ
そ
よ
り
一
層
安
全
を
最
優
先
し
、
災

害
ゼ
ロ
を
目
指
し
さ
ら
な
る
努
力
を
心
が

け
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。」

所
属
／
パ
イ
ネ
ッ
ク
株
式
会
社

職
種
／
電
工

「
こ
の
受
賞
を
励
み
に
、
新
た
な
気
持
ち
を

も
っ
て
、
安
全
快
適
な
作
業
環
境
づ
く
り

に
、
よ
り
一
層
頑
張
っ
て
い
き
た
い
と
思

い
ま
す
。」

＊3安全優良職長厚生労働大臣顕彰： 優れた技能と経験、高い安全意識をもって、適切な安全指導を実践してきた優秀な職長を顕彰するもの。

渡辺寛晃 職長 菅原文雄 職長

安＊
３

全
優
良
職
長

厚
生
労
働
大
臣
顕
彰

2008年7月、白石社長が東京都内の建設現場で安全パトロー
ルを行いました。「安全に作業するためには、施工計画の段階
でイマジネーションを働かせることが大切」と具体的な箇所
を挙げて指摘するなど、危険の芽を摘むことの重要性を伝え
ました。その後、協力会社の経営者の方々との懇談会を開催
し、安全施策の実施状況や、安全教育支援の効果などについて
意見を交換しました。

白石社長が現場を安全パトロール

安全活動に力を入れるよう指
示するとともに、工事に挑む
メンバーを力強く激励

建
設
現
場
の
安
全
衛
生

25
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衛
生
へ
の
取
り
組
み

　

建
設
現
場
で
の
快
適
な
職
場
づ
く
り
を
目

指
し
て
、
現
場
内
に
休
憩
室
・
シ
ャ
ワ
ー
室

を
設
置
す
る
こ
と
を
推
奨
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
こ
こ
数
年
、
猛
暑
の
た
め
熱
中
症
に
か

か
る
人
が
多
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
2
0
0
8

年
度
は
暑
さ
が
本
格
化
す
る
前
に
、
熱
中
症

に
関
す
る
教
育
を
行
い
、
状
況
に
応
じ
た
有

効
な
対
策
を
取
る
よ
う
に
周
知
徹
底
し
ま
し

た
。

協
力
会
社
へ
の

安
全
衛
生
教
育
支
援

　

私
た
ち
の
工
事
に
従
事
す
る
協
力
会
社
で

組
織
さ
れ
た
大
林
組
協
力
会
社
災
害
防
止
協

会
で
は
、
私
た
ち
と
協
力
会
社
が
一
体
と
な

っ
て
、
安
全
パ
ト
ロ
ー
ル
や
安
全
衛
生
教
育

の
実
施
な
ど
、
安
全
衛
生
水
準
を
向
上
さ
せ

る
た
め
の
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
ま
す
。
協

力
会
社
の
自
主
的
な
安
全
衛
生
管
理
能
力
の

向
上
を
目
指
し
、
管
理
体
制
の
整
備
や
充
実

に
向
け
て
積
極
的
に
支
援
し
て
い
ま
す
。

海
外
の
建
設
現
場
で
の
安
全
対
策

　

海
外
の
建
設
現
場
で
も
、
各
国
の
法
令
に

則
っ
た
安
全
管
理
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
ア

ジ
ア
の
建
設
現
場
で
は
、
日
本
国
内
で
行
っ

て
い
る「
朝
礼
」や「
安
全
衛
生
大
会
」、「
指

差
し
確
認
」な
ど
の
手
法
を
取
り
入
れ
る
な

ど
、
安
全
意
識
を
高
め
て
い
ま
す
。

　
「
死
亡
災
害
の
絶
滅
」
を
引
き
続
き
目
標

と
し
、
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
重
点
施

策
、
す
な
わ
ち
労
働
災
害
防
止
三
大
運
動
、

協
力
会
社
に
対
す
る
安
全
衛
生
管
理
の
教
育

や
支
援
、
作
業
員
の
方
々
の
健
康
状
態
へ
の

配
慮
・
指
導
を
さ
ら
に
強
化
し
て
、
建
設
現

場
で
働
く
人
の
安
全
と
健
康
の
確
保
に
努
め

ま
す
。
ま
た
、
海
外
に
お
い
て
も
、
各
国
の

法
令
に
則
っ
た
安
全
管
理
を
行
っ
て
い
き
ま

す
。

　

お
客
様
の
信
頼
に
お
応
え
す
る
た
め
に

は
、
協
力
会
社
と
一
体
と
な
っ
て
仕
事
を
成

し
遂
げ
る
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。
私
た
ち

は
、
協
力
会
社
と
の
強
固
な
信
頼
関
係
の
維

持
発
展
に
努
め
ま
す
。

公
正
・
公
平
な
取
引
を

行
っ
て
い
ま
す

　

お
客
様
に
ご
満
足
い
た
だ
け
る
良
質
な
仕

事
を
行
う
た
め
、
価
格
だ
け
で
な
く
、
品
質
・

安
全
・
工
程
管
理
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
観
点

か
ら
総
合
的
に
優
れ
た
協
力
会
社
を
公
平
に

選
定
し
て
い
ま
す
。

互
い
の
信
頼
を
深
め

と
も
に
発
展
し
て
い
く
た
め
に

　

協
力
会
社
と
と
も
に
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

の
徹
底
や
、
情
報
漏
え
い
の
防
止
に
取
り
組

ん
で
い
ま
す
。

　

当
社
の
役
職
員
が
講
師
を
務
め
る
コ
ン
プ

ラ
イ
ア
ン
ス
研
修
会
の
実
施
や
、
建
設
現
場

で
の
情
報
の
重
要
性
を
理
解
し
て
い
た
だ
く

た
め
の
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
教
育
の
教
材
提

供
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。

　

ま
た
、
業
務
効
率
化
を
図
る
た
め
に
、
協

力
会
社
の
安
全
関
係
書
類
に
つ
い
て
、
作

成
・
届
出
・
確
認
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上

で
簡
単
に
行
え
る「
グ
リ
ー
ン
サ
イ
ト
」
を

2
0
0
8
年
度
か
ら
本
格
的
に
導
入
し
、
利

用
促
進
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

品
質
管
理
、
技
術
向
上
の
た
め
の
教
育
な

ど
の
支
援
と
と
も
に
、
企
業
と
し
て
の
社
会

的
責
任
に
つ
い
て
認
識
を
深
め
て
い
た
だ
く

よ
う
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

本店（大阪府大阪市）では、主に「反社会的勢
力排除」と「建設業法の遵守」をテーマに講
習会を行いました。協力会社の経営幹部や役
職者約400名が参加され、それぞれの会社
でのコンプライアンス活動に活かすべく、熱
心に受講されました。
大阪以外の地域でも、大林組東京本社・支店
の役職員が講師を務め、協力会社のコンプラ
イアンス研修を支援・推進しています。

　

２
０
０
８
年
度
の
主
な
取
り
組
み

● 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
研
修
を
実
施

● 

情
報
漏
え
い
防
止
の
徹
底

● 

安
全
関
係
書
類
の
作
成
・
届
出
な
ど
を
電
子
化

次
年
度
以
降
の
取
り
組
み

基
本
的
な
考
え
方 と

も
に
発
展
す
る

パ
ー
ト
ナ
ー
と
し
て

次
年
度
以
降
の
取
り
組
み

建設現場では、会社を越えた職長同士のコミュニケー
ションを図り、工事を円滑に進め働きやすい職場環境
をつくるために職長会を組織し活動しています。本店
では協力会社と共同で、職長会のアクションプログラ
ムを改訂しました。
改定後は職長会の
活動が活性化し、
協力会社の意識の
向上にもつながっ
ています。

大阪駅統轄工事事務所では、協力会社とともに安全推進委
員会を設置し、毎月、その時期の現場状況にあったテーマ
を設け、さまざまな行事や活動を行っています。月に一度の
行事では、具体的な災害事例などを実験し、言葉で聞くだ
けでなく目の当たりにすることで、安全意識の維持と高揚
を図っています。さらに、安全推進委員会のメンバーを定
期的に交代し、責任ある立場という意識を互いに持つこと
で内容を充実させ、個々の安全管理意識を高めています。

強風に対する危険について学習

玉掛け作業時の災害防止を目的とした「玉掛け技能向上教育」 大林組災害防止協会東京支部の「職長安全衛生責任者講習会」

協力会社とともに安全推進委員会を設置本店でのコンプライアンス研修会

職長会アクションプログラムの改訂

協
力
会
社
と
と
も
に
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昇
進
待
遇
に
つ
い
て
差
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

人
事
評
価
は
、
上
司
と
部
下
が
半
期
ご
と

に
目
標
や
成
果
な
ど
を
話
し
合
っ
て
か
ら
行

わ
れ
ま
す
。
最
終
的
な
評
価
は
本
人
が
確
認

で
き
、
人
事
評
価
の
透
明
性
と
納
得
性
を
高

め
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
社
員
全
員
に
評
価
制
度
を
正
し
く

理
解
し
て
も
ら
う
た
め
の
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ

や
、
評
価
者
研
修
会
な
ど
を
通
じ
て
適
正
な

評
価
が
行
わ
れ
る
よ
う
努
め
て
い
ま
す
。

　

意
欲
の
あ
る
人
が
そ
れ
ぞ
れ
の
個
性
と
能
力

を
発
揮
し
て
、
国
内
外
で
活
躍
し
て
い
ま
す
。

職
場
環
境
向
上
の
た
め
に

専
任
部
署
を
新
設

　

障
が
い
の
あ
る
方
や
休
職
か
ら
の
復
帰

者
を
支
援
す
る
た
め
に
、
２
０
０
８
年
度
に

人
事
部
に
福
祉
支
援
課
を
新
設
し
ま
し
た
。

心
と
か
ら
だ
の
健
康
の
サ
ポ
ー
ト
や
、
ワ＊

１

ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
促
進
に
つ
い
て

も
担
当
し
、
多
様
な
人
材
が
活
躍
で
き
る
職

場
環
境
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

グ
ル
ー
プ
会
社
に
も
広
が
る

大
林
組
の
技
術
力

　

海
外
グ
ル
ー
プ
会
社
が
、
そ
の
国
で
採
用

し
た
社
員
の
施
工
管
理
技
術
の
向
上
な
ど

を
目
的
と
し
て
、
日
本
国
内
で
の
実
務
研
修

を
行
っ
て
い
ま
す
。
２
０
０
８
年
度
に
も
６

人
が
来
日
し
、
１
９
７
２
年
以
来
研
修
終
了

者
は
、
１
２
０
人
を
超
え
て
い
ま
す
。
研
修

経
験
者
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
グ
ル
ー
プ
会
社
の

中
核
と
し
て
、
日
本
で
学
ん
だ
技
術
を
活
か

し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国
の
発
展
に
貢
献
し
て
い

ま
す
。ワ

ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

を
推
進

　

ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
多
様
化
と
と
も
に
、

社
員
に
と
っ
て
、
仕
事
も
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
も

充
実
し
、
調
和
の
と
れ
た
生
活
が
で
き
る
働

き
や
す
い
職
場
と
な
る
よ
う
、
取
り
組
ん
で

い
ま
す
。

　

２
０
０
８
年
度
は
、
総
労
働
時
間
の
縮
減

と
、
育
児
関
連
諸
制
度
の
整
備
に
重
点
を
置

き
ま
し
た
。

業
界
の　
「
長
時
間
労
働
」
を

当
た
り
前
に
し
な
い

　

建
設
業
界
で
は
、
特
に
建
設
現
場
に
勤
務

す
る
社
員
の
労
働
時
間
が
長
く
、
そ
の
縮
減

が
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

２
０
０
８
年
度
か
ら
、
建
設
現
場
の
社
員

を
対
象
に
、
一
日
単
位
で
し
か
取
得
で
き
な

か
っ
た
年
次
有
給
休
暇（
年
休
）
を
、
半
日

単
位
で
も
取
得
で
き
る
半
日
年
休
制
度
を
導

入
し
ま
し
た
。
初
年
度
は
延
べ
２
５
６
２
人

が
利
用
し
ま
し
た
。
ま
た
毎
年
、
ゴ
ー
ル
デ

ン
ウ
ィ
ー
ク
、
夏
期
、
年
末
年
始
の
連
続
休

暇
の
予
定
を
全
社
員
に
通
知
し
、
計
画
的
な

休
暇
取
得
を
推
奨
し
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
取
り
組
み
に
よ
り
、
年
休
取
得

率
も
３
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
、「
休
め
る
時
に

は
休
む
」と
い
う
意
識
が
除
々
に
高
ま
り
つ

つ
あ
り
ま
す
。

　

企
業
活
動
を
支
え
る
の
は
、
社
員
一
人
ひ

と
り
の
力
で
す
。「
個
性
を
伸
ば
し
、
人
間

性
を
尊
重
す
る
」
と
い
う
企
業
理
念
の
も
と
、

「
明
る
く
活
力
の
あ
る
集
団
」「
働
き
や
す
い

職
場
づ
く
り
」「
行
動
規
範
を
実
践
す
る
人

材
」
を
柱
に
、
社
員
が
自
ら
の
個
性
と
能
力

を
発
揮
し
、
健
康
で
活
き
活
き
と
誇
り
を
持

っ
て
働
け
る
会
社
で
あ
り
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

多
様
な
人
材
が
活
躍
で
き
る

職
場
づ
く
り

多
様
な
個
性
が
能
力
を
発
揮

　

生
産
の
期
間
と
場
所
が
一
定
で
な
い
こ

と
を
特
質
と
す
る
建
設
業
で
は
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
毎
に
、
社
員
を
中
心
に
し
て
、
必
要
な

人
材
が
、
必
要
な
期
間
ま
た
は
必
要
な
都

度
集
ま
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
を
果
た
し
な

が
ら
、
協
力
し
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
完
成
さ

せ
ま
す
。
そ
の
よ
う
な
人
材
に
は
、
派
遣
社

員
な
ど
の
協
力
ス
タ
ッ
フ
、
協
力
会
社
の
社

員
や
作
業
員
な
ど
が
含
ま
れ
ま
す
。
私
た
ち

は
、
一
つ
ひ
と
つ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
お
客

様
に
ご
満
足
い
た
だ
け
る
よ
う
に
完
成
さ
せ

る
た
め
、
社
員
に
限
ら
ず
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

関
わ
る
人
材
に
安
全
衛
生
な
ど
必
要
な
教
育

を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
定
年
後
に
再
雇
用
さ
れ
た
ベ
テ
ラ

ン
の
方
、
障
が
い
の
あ
る
方
、
外
国
人
技
術

者
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
経
験
や
知
識
を
持
つ

人
材
が
そ
れ
ぞ
れ
の
分
野
で
活
躍
し
て
い
ま

す
。

本
人
が
納
得
で
き
る

人
事
評
価

　

適
正
な
人
事
評
価
に
基
づ
く
適
正
な
処
遇

を
、
人
事
制
度
の
基
本
と
し
て
い
ま
す
。

　

社
員
に
は
、
男
女
を
問
わ
ず
勤
務
地
限
定

の
有
無
を
除
く
と
、求
め
ら
れ
る
職
務
内
容
、

　

２
０
０
８
年
度
の
主
な
取
り
組
み

● 

福
祉
支
援
課
を
設
置

● 

建
設
現
場
に
勤
務
す
る
社
員
を
対
象
と
し
た
半
日
年
休
制

度
を
導
入

● 

育
児
関
連
諸
制
度
を
整
備

● 

新
教
育
方
針
を
策
定

社
員
が
活
き
活
き
と
働
く
た
め
に

＊1ワーク・ライフ・バランス： 
「仕事と生活の調和」と訳される。やりがいや充実感を持ちながら働くとともに、家庭や地域生活などにおいても、多様
な生き方を選択・実現できること。

2007 2008 2009
0

100

300

500

700

219

371

570

（人）

（年）

基
本
的
な
考
え
方

※一部の制度については、大林組の社員に限られています。

女性管理者数（3月31日現在）定年後再雇用者数（3月31日現在）

2006 2007 2008 2009
0

50

100

150
（人）

（年）

76 81

100

120

年次有給休暇の取得率 障がい者雇用率（3月31日現在）

2004 2005 2006 2007 2008（年度）
0

10

20
（％）

17.4
16.1 16.3 15.5

18.2

（％）

2005 2006 2007 2008 2009
0

1.5

1.8
法定雇用率

2.0

（％） （年）

1.76 1.75

1.86
1.92 1.90

海外グループ会社の社員が
東京本社にて研修

　タイ大林のお客様は、半分以上
が日系企業なので、日本人の考え
方や日本の文化を学ぶために来ま
した。日本人はタイ人に比べて「こ
だわり」が強いということを感じ
ています。
　周りはやさしい人ばかりで、皆
さんに助けてもらっています。ま
た、休日には、移動に便利な電車
を使って、いろんなところへ出か
けています。
　研修を終えてタイに戻ったら、
この経験を仕事に活かしていきま
す。また、私が学んだことを後輩
達にも伝えたいと思います。

タイ大林
ピーラ・ドルパニット
東京本社設計本部で
2007年7月から研修中

社
員
と
と
も
に

29
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社
員
一
人
ひ
と
り
の 

能
力
開
発

　

建
設
業
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
専
門
家
が
一
体

と
な
っ
て
一
つ
の
も
の
を
作
り
上
げ
て
い
く

仕
事
で
す
。
そ
の
た
め
社
員
に
は
、
建
設
に

か
か
わ
る
多
く
の
人
・
組
織
を
ま
と
め
上
げ

て
い
く
力
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

社
員
一
人
ひ
と
り
が
能
力
の
向
上
を
図

れ
る
よ
う
、
教
育
は「
職
場
内
研
修
」
を
中

心
に
実
施
し
、
そ
れ
を
補
完
す
る
位
置
づ
け

で
、「
職
場
外
研
修
」「
自
己
啓
発
支
援
」
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　
「
職
場
外
研
修
」
は
、「
階
層
別
研
修
」
な

ど
体
系
的
な
人
材
育
成
に
努
め
、「
職
場
内

研
修
」を
活
か
す
内
容
と
し
て
い
ま
す
。

　
「
自
己
啓
発
支
援
」は
、
事
業
に
関
わ
る
各

種
の
国
家
資
格
・
公
的
資
格
の
取
得
を
奨
励

し
て
い
ま
す
。
資
格
取
得
に
か
か
っ
た
費
用

の
補
助
、
合
格
者
に
対
す
る
祝
い
金
の
支
給

な
ど
に
よ
っ
て
社
員
の
自
己
啓
発
を
支
援
し

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
公
募
に
よ
る
国
内
外
の
大
学
へ
の

留
学
や
、
海
外
赴
任
予
定
者
へ
の
語
学
研
修

な
ど
も
行
っ
て
い
ま
す
。

技
術
の
伝
承
と
営
業
力
の
強
化
を 

柱
に
し
た
新
教
育
方
針
の
策
定

　

２
０
０
８
年
７
月
よ
り
、
各
部
門
か
ら
の

委
員
に
よ
る
教
育
委
員
会
を
開
催
し
、
社
員

教
育
の
現
状
の
問
題
点
と
改
善
策
を
討
議

し
、
新
教
育
方
針
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

技
術
の
伝
承
、
営
業
力
の
強
化
な
ど
を
目

的
と
し
た
新
教
育
方
針
で
は
、
職
場
内
教
育

の
計
画
的
推
進
、
時
代
の
変
化
に
応
じ
た
事

業
分
野
別
教
育
の
実
施
、
職
種
別
教
育
の
充

実
な
ど
が
骨
子
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
教
育
を
推
進
す
る
た
め
教
育
推
進

室
を
設
置
す
る
こ
と
も
決
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

総
労
働
時
間
は
、
前
年
度
よ
り
も
減
少
し

ま
し
た
。
引
き
続
き
、
縮
減
に
向
け
て
制
度

の
見
直
し
や
利
用
の
促
進
を
進
め
ま
す
。

　

社
員
の
健
康
管
理
に
つ
い
て
は
、
今
後
も

継
続
し
て
制
度
の
整
備
を
行
い
ま
す
。
特

に
、
海
外
に
勤
務
し
て
い
る
社
員
の
健
康
管

理
に
つ
い
て
の
支
援
体
制
を
整
備
し
て
い
き

ま
す
。

　

人
材
教
育
に
つ
い
て
は
、
新
教
育
方
針
に

基
づ
く
体
制
の
整
備
や
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成

を
行
い
、
教
育
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

子
育
て
し
や
す
い 

職
場
環
境
を
整
備

　

男
女
を
問
わ
ず
社
員
の
育
児
を
支
援
し
、

仕
事
と
子
育
て
の
両
立
に
役
立
つ
よ
う
に
、

育
児
関
連
諸
制
度
を
整
備
し
て
い
ま
す
。
対

象
者
本
人
と
そ
の
上
司
に
は
、
制
度
を
分
か

り
や
す
く
説
明
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
配
布

し
、
利
用
し
や
す
い
環
境
を
整
え
て
、
制
度

の
利
用
促
進
に
努
め
て
い
ま
す
。

【
育
児
休
職
取
得
の
促
進
】

　

２
０
０
８
年
度
に
は
、
女
性
社
員
の
取
得

率
が
１
０
０
％
を
超
え
、
制
度
の
利
用
が
定

着
し
て
い
る
と
考
え
て
い
ま
す
。
一
方
、
男

性
社
員
の
取
得
者
は
、
２
０
０
５
年
の
制
度

開
始
以
来
、
２
０
０
８
年
度
末
で
延
べ
３
人

と
な
っ
て
い
ま
す
。
今
後
も
、
育
児
休
職
に

関
す
る
理
解
を
社
員
に
広
め
、
取
得
を
促
進

し
て
い
き
ま
す
。

【
短
時
間
勤
務
制
度
の
見
直
し
】

　

２
０
０
８
年
度
に
は
、
育
児
の
た
め
の
短

時
間
勤
務
制
度
を
拡
充
し
ま
し
た
。

　

利
用
す
る
社
員
が
、
個
々
の
事
情
に
合
わ

せ
て
勤
務
時
間
帯
や
取
得
す
る
時
期
を
選
択

で
き
る
よ
う
に
、
勤
務
時
間
の
タ
イ
プ
を
増

や
す
と
と
も
に
、小
学
一
年
の
年
度
末
ま
で
取

得
で
き
る
よ
う
に
し
ま
し
た
。
２
０
０
８
年

度
は
延
べ
61
人
が
利
用
し
、
子
育
て
と
仕
事

の
両
立
に
効
果
を
上
げ
て
い
ま
す
。

【
配
偶
者
出
産
時
の
休
暇
を
新
設
】

　

２
０
０
８
年
度
に
、
失
効
し
た
年
休
を
積

み
立
て
て
お
き
、
配
偶
者
の
出
産
１
回
に
つ

き
５
日
間
、
有
給
休
暇
を
取
得
で
き
る
よ
う

に
し
ま
し
た
。
初
年
度
は
、
８
人
が
取
得
し

て
い
ま
す
。

社
員
の
健
康
は
企
業
活
動
の
資
本

　

社
員
が
心
身
と
も
に
健
康
で
、
充
実
し
た

生
活
を
送
れ
る
よ
う
に
、
さ
ま
ざ
ま
な
取
り

組
み
を
通
し
て
社
員
の
健
康
づ
く
り
に
努
め

て
い
ま
す
。

【
心
の
健
康
】

　

心
の
健
康
に
つ
い
て
の
取
り
組
み
を
強
化

し
て
い
ま
す
。
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
や
メ
ン
タ

ル
ヘ
ル
ス
研
修
の
実
施
、
専
門
医
の
カ
ウ
ン

セ
リ
ン
グ
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト
を
行
っ
て
い
ま

す
。
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
に
つ
い
て
理
解
し
、

自
分
自
身
が
心
の
健
康
を
保
つ
こ
と
は
も
ち

ろ
ん
、
周
囲
に
対
し
て
も
適
切
な
対
応
が
と

れ
る
よ
う
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

【
か
ら
だ
の
健
康
】

　

定
期
健
康
診
断
を
は
じ
め
と
す
る
各
種
の

検
診
や
予
防
接
種
の
実
施
、
人
間
ド
ッ
ク
受

診
へ
の
補
助
な
ど
を
行
い
、
社
員
が
自
ら
の

健
康
を
意
識
し
、
健
康
管
理
を
行
え
る
よ
う

さ
ま
ざ
ま
な
機
会
を
提
供
し
て
い
ま
す
。

【
家
族
も
利
用
で
き
る
健
康
相
談
窓
口
】

　

社
員
と
そ
の
家
族
が
利
用
で
き
る
社
外
相

談
窓
口「
お
お
ば
や
し
健
康
ダ
イ
ヤ
ル
24
」を

設
置
し
て
い
ま
す
。
電
話
や
メ
ー
ル
で
健
康

に
関
す
る
相
談
を
24
時
間
受
け
、
社
員
や
そ

の
家
族
の
健
康
に
役
立
っ
て
い
ま
す
。

【
健
康
確
保
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
】

　

正
確
な
労
働
時
間
の
把
握
は
、
健
康
管
理

の
基
本
と
な
り
ま
す
。

　

上
司
は
、電
子
出
勤
簿
シ
ス
テ
ム
に
よ
っ
て

部
下
の
勤
怠
状
況
を
随
時
把
握
し
、
必
要
に

応
じ
て
業
務
分
担
を
見
直
す
な
ど
、
部
下
の

健
康
管
理
に
配
慮
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、建
設
業
は
、産
業
医
の
配
置
さ
れ
て

い
る
本
支
店
か
ら
離
れ
た
場
所
で
勤
務
す
る

社
員
も
多
い
の
で
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用

し
た「
Ｗ
ｅ
ｂ
面
談
シ
ス
テ
ム
」を
導
入
し
、

遠
隔
地
の
勤
務
者
が
産
業
医
の
面
談
指
導
を

受
け
や
す
い
よ
う
に
し
て
い
ま
す
。

次
年
度
以
降
の
取
り
組
み

主な有資格者数 （人）

2009年
3月末

うち
2008年度
取得者

技術士 450 24

1級建築士 2,177 20

構造設計1級建築士 104 104

設備設計1級建築士 23 23

1級土木施工管理技士 1,880 24

1級造園施工管理技士 94 0

1級建築施工管理技士 2,413 54

1級管工事施工管理技士 508 11

1級建設機械施工技士 25 1

1級電気工事施工管理技士 393 20

1級施工管理技士（重複除く） 4,650 83

1級建設業経理士 151 18

宅地建物取引主任者 671 33

工
学
博
士
の
学
位
を
取
得

　

技
術
研
究
所
で
、
マ

※

ス
コ
ン
ク
リ
ー
ト

の
研
究
を
担
当
し
て
い
ま
す
。
研
究
の
テ

ー
マ
は
、
セ
メ
ン
ト
の
硬
化
で
生
じ
る
水

和
熱
に
よ
っ
て
発
生
す
る
ひ
び
割
れ
の

迅
速
か
つ
高
精
度
な
予
測
で
す
。
仕
事
で

の
成
果
を
基
に
し
て
論
文
を
ま
と
め
、
工

学
博
士
の
学
位
取
得
に
挑
戦
し
ま
し
た
。

　

建
設
現
場
の
業
務
支
援
を
担
当
し
な

が
ら
研
究
し
論
文
を
執
筆
す
る
の
は
、
寝

不
足
と
の
闘
い
で
苦
労
し
ま
し
た
が
、
上

司
や
同
僚
の
皆
さ
ん
の
理
解
と
協
力
が

あ
っ
て
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

仕
事
で
お
客
様
に
技
術
的
な
説
明
を

行
う
こ
と
が
多
い
の
で
、
学
位
を
取
得
し

た
こ
と
を
、
お
客
様
と
の
折
衝
な
ど
仕
事

を
円
滑
に
進
め
る
た
め
に
活
か
し
た
い

と
思
い
ま
す
。

 

※ 

マ
ス
コ
ン
ク
リ
ー
ト
：
ダ
ム
な
ど
で
１
か
所
に
多

量
に
打
設
さ
れ
た
コ
ン
ク
リ
ー
ト

東京本社技術本部
技術研究所生産技術研究部
副主査　石田知子

育児休職取得者人数（取得率）

男性 女性

2005年度 1（0.3） 28  （90.3）

2006年度 0（0.0） 39  （97.5）

2007年度 1（0.4） 43  （97.7）

2008年度 1（0.4） 43（102.4）

取得率＝
（年度中）育児休職を開始した人数
（年度中）子供が産まれた人数

管理職

部門経営能力の向上

中  堅

若  年

重点項目

管理能力及び環境の変化
に対応する適応力の向上

管理能力の養成及
び環境変化に対応
する理解の増進

役割の認識及び専
門知識、周辺知識
の修得

役割の自覚と職務
基礎知識の修得

職場外教育（OFF-JT）職場内教育
（OJT） 階層別研修 専門研修

社
内
ト
レ
ー
ニ
ー
制
度

自
己
申
告
制
度

　

ジ
ョ
ブ
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
制
度

　

指
導
員
制
度

職
種
別
研
修

部
門
別
研
修

部長研修

役職者研修

主任研修

中堅職員研修

新入職員
共通研修

社員教育制度

新入職員
専門研修

自己啓発支援

資
格
取
得
奨
励
制
度

通
信
教
育
講
座　

資
格
学
校
受
講
料
社
員
割
引

その他

語
学
学
校
派
遣

国
内
留
学

海
外
留
学

職場内教育
＊1 指導員制度：選任され
た指導員が若年職員に
対して重点的な職場内
教育を行う制度

＊2 ジョブローテーション
制度：若年職員に対し、
異なる複数の部署を経
験させる制度

＊3 自己申告制度：希望す
る業務や部署などを自
己申告させる制度

＊4 社内トレーニー制度：
自部門の業務遂行に必
要な知識・能力を習得
させるため、他部門に
一定期間配属する制度

＊4

＊3

＊2

＊1
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多
種
多
様
な
生
物
と
の

共
生
を
目
指
す
生
態
系
保
全

　

人
は
生
態
系
か
ら
大
き
な
恩
恵
を
受
け
な

が
ら
生
活
し
て
い
ま
す
。
一
方
、
生
態
系
は

人
間
社
会
か
ら
の
負
荷
に
よ
り
、
大
き
な
影

響
を
受
け
て
い
ま
す
。

　

私
た
ち
は
、
緑
地
整
備
な
ど
の
工
事
や
設

計
・
提
案
・
研
究
開
発
な
ど
を
通
し
て
、
生

態
系
保
全
に
努
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
建
設

現
場
お
よ
び
周
辺
地
域
に
お
け
る
負
荷
の
低

減
に
も
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

・
建
設
現
場
で
生
態
系
へ
配
慮

　

65
の
建
設
現
場
で
周
辺
状
況
な
ど
を
考
慮

し
、
自
社
の
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

に
定
め
た
「
自
然
環
境
・
生
態
系
の
変
更
を

抑
制
す
る
」
活
動
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　
「
生
物
多
様
性
に
関
す
る
方
針
」（
下
コ
ラ

ム
参
照
）の
社
内
周
知
と
実
践
を
推
進
し
ま

す
。

　

環
境
へ
の
取
り
組
み
は
、
私
た
ち
が
社
会

的
責
任
を
果
た
す
た
め
の
経
営
上
の
重
要
課

題
で
あ
る
と
位
置
付
け
、
グ
ル
ー
プ
全
体
で

推
進
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
た
め
に
、「
環
境
リ
ス
ク
管
理
・
法

令
遵
守
」、「
環
境
保
全
活
動
」、「
環
境
ビ
ジ

ネ
ス
へ
の
取
り
組
み
」
を
進
め
、「
ス
テ
ー
ク

ホ
ル
ダ
ー
と
の
協
働
」
に
よ
り
、
社
会
か
ら

の
信
頼
度
を
高
め
る
こ
と
と
、
環
境
に
関
わ

る
活
動
の
機
会
の
拡
大
を
目
指
し
ま
す
。

お
客
様
の
環
境
配
慮
を

支
援
し
て
い
ま
す

　

私
た
ち
の
活
動
に
よ
る
環
境
へ
の
関
わ
り

の
中
で
は
、
お
客
様
と
の
協
働
に
よ
る
環
境

負
荷
削
減
・
環
境
貢
献
が
大
き
な
割
合
を
占

め
ま
す
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
企
画
、
設
計
段

階
か
ら
関
係
各
部
門
が
一
体
と
な
り
、
建＊

１

設

物
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
も
考
慮
し
て
、
お
客

様
の
環
境
配
慮
ニ
ー
ズ
を
実
現
し
ま
す
。

＊１建設物のライフサイクル： 建設物に使用される資材の生産段階から、建設物の建設工事、運用、修繕・改修、解体、リサイクル・廃棄までの全体。

　

２
０
０
８
年
度
の
主
な
取
り
組
み

●
設
計
し
た
建
物
全
体
で
L
C
C
O
2

を
30
％
削
減

● 

汚
染
土
壌
浄
化
技
術
を
開
発
・
展
開

● 

全
建
設
現
場
で
の
廃
棄
物
の
リ
サ
イ
ク
ル
率
が
9
7.
9
%

に
向
上

● 「
大
林
組
環
境
大
賞
」
表
彰
と
事
例
発
表
会
を
ス
タ
ー
ト

よ
り
良
い
環
境
を

子
ど
も
た
ち
に
引
き
継
ぐ
た
め
に

基
本
的
な
考
え
方

今
後
の
取
り
組
み

２
０
０
８
年
度
の
取
り
組
み
・
成
果

「生物多様性に関する方針」を策定

生物多様性は、人間や動植物を含むさまざまな生物が
持続するための基盤であり、未来世代に引き継ぐべき
財産です。生物多様性は人間の社会活動に恩恵をもた
らすとともに、地域独自の豊かな文化と暮らしの安全
性を支えてきました。
私たちは「大林組環境方針」に基づき、自社の活動が
生物多様性に与える影響を認識し、さまざまな事業活
動を通じてその負荷の低減と生物多様性の保全に取
り組みます。

技術研究所（東京都）敷地内に整備した研究用のビオトープ
でクロスジギンヤンマ(東京都で希少種相当)を観測

■調査研究

■建設現場での生態系保全の活動例（2008年度）
動物などへの配慮
・建設現場内の希少動物を影響範囲外へ移動
・光が現場外に漏れないよう屋外照明を内向きに設置
・低騒音･低振動の建設機械を使用
　<希少猛禽類>
・営巣木への影響回避のため建設工事方法を変更
・繁殖期に配慮した工事スケジュールを計画・実施
・色･光･音などの刺激の低減対策を実施
　＜魚類など＞
・河川内の建設工事で水質汚染防止用スクリーンを
設置
・海や河川に流入する工事排水の水質管理を徹底
植物などへの配慮
・既存樹木伐採範囲の最小化のため建設工事の方法
や手順などを変更

・建設現場内の希少植物の移植、モニタリング、復旧
・土が露出した斜面や盛土に在来種緑化を誘導
その他
・熱帯材型枠の使用削減による熱帯林の保護

建設現場（愛知県）内に生
息していたナガレホトケ
ドジョウ（絶滅危惧種）を
＊３非改変区域へ放流

宅地造成工事（愛知県）で、
元の雑木林を調査して保
全すべき樹木を選定し、造
成地内の計画緑地に移植

建設業が環境に与える影響と果たすべき責任を認識し、
５つの重点課題を設定しています。

■中期目標〈2012年度〉（抜粋）

地球温暖化対策…………………………………（P.35）
・設計する建物のLCCO2を基準建物比30％削減
・ 建設工事からのCO2排出量を1990年度比46％削減

建設廃棄物対策…………………………………（P.37）
・建設現場の廃棄物のゼロエミッション基準達成率を
90％以上
・建設廃棄物（汚泥を除く）のリサイクル率を98％以上

化学物質対策……………………………………（P.36）
・有害化学物質使用削減の提案と化学物質の適正管理を
推進

生態系保全………………………………………（P.34）
・生態系保全に関する提案・研究開発と自然環境・生態
系への負荷低減を推進

グリーン調達……………………………………（P.37）
・建設資機材のグリーン調達率を25％以上

５つの重点課題と中期目標

＜生物多様性に関する方針＞
１．事業活動を通して生物多様性の保全と生物資
源の持続的活用に貢献する。

２．生物多様性の保全に寄与する技術を積極的に
社会に提案するとともに、自然を活かし自然
と共生する有効な技術開発を行う。

３．省エネルギー、省資源、＊２３Ｒ、グリーン調達、
有害化学物質対策等により持続的な発展が可
能な社会づくりを推進し、生物多様性への環
境負荷の低減に努める。

４．自社施設での生物多様性の保全に努める。
５．生物多様性への取り組みの実効性を上げるた
め、社会とのコミュニケーションに努める。

６．環境教育、広報活動などにより、生物多様性を
育む意識の向上に努める。

＊２3R：廃棄物のReduce（リデュース：発生抑制）、Reuse（リユース：再使用）、Recycle（リサイクル：再資源化）。
＊３非改変区域：建設工事による地形の変更などが行われない場所。

  

環
境
デ
ー
タ
等
の
詳
細
は
Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

クロスジギンヤンマ

※ 建設工事からのCO2排出量の中期目標34％削減を2008年度に達成した
ため、46％削減に目標値を引き上げました。

環
境
へ
の
責
任

33
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建
設
物
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
を
通
じ
て
の

地
球
温
暖
化
対
策

　

建
設
物
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
を
通
じ
て
排

出
さ
れ
る
温
室
効
果
ガ
ス
や
、
ヒ
ー
ト
ア
イ

ラ
ン
ド
現
象
の
緩
和
、
効
率
的
な
交
通
基
盤

の
整
備
な
ど
地
域
全
体
を
考
え
た
温
室
効
果

ガ
ス
の
削
減
を
、
建
設
物
の
設
計
を
通
じ
て

支
援
し
ま
す
。
ま
た
建
設
業
界
の
ト
ッ
プ
ラ

ン
ナ
ー
と
し
て
高
い
目
標
を
設
定
し
、
自
ら

の
建
設
活
動
か
ら
排
出
さ
れ
る
温
室
効
果
ガ

ス
の
削
減
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

地
球
温
暖
化
へ
の
適
応
策
に
は
、
安
全
・

安
心
の
側
面
か
ら
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

・ 

設
計
物
件
全
体
で
Ｌ＊

１

Ｃ
Ｃ
Ｏ
２
を
30
％
削
減

　

建
物
の
設
計
に
携
わ
る
際
、
お
客
様
の
ニ

ー
ズ
や
当
社
の
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
建
築
の
考
え

方
な
ど
に
基
づ
き
、
環
境
配
慮
技
術
な
ど
の

選
定
を
行
っ
て
い
ま
す
。
２
０
０
８
年
度
の

設
計
物
件
全
体
で
は
、標
準
的
な
Ｃ
Ｏ
２
排
出

量
の
建
物
と
比
べ
て
30
％
の
削
減
を
達
成
し

ま
し
た
。

・ 

95
％
以
上
の
建
設
現
場
で
省
燃
費
運
転

　

建
設
工
事
か
ら
排
出
さ
れ
る
温
室
効
果
ガ

ス
は
、
主
に
建
設
機
械
・
車
両
か
ら
排
出
す

る
Ｃ
Ｏ
２
で
す
。
そ
こ
で
、
効
率
的
な
工
事

計
画
の
立
案
に
加
え
、
建
設
機
械
・
車
両
の

省
燃
費
運
転
・
ア
イ
ド
リ
ン
グ
ス
ト
ッ
プ
の

実
施
拡
大
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

省
燃
費
運
転
の
実
施
率
は
目
標
の
95
％
を
達

成
し
ま
し
た
。

　

建
設
工
事
か
ら
の
C
O
2
排
出
量
の
中
期

目
標
を
1
9
9
0
年
度
比
34
％
削
減
か
ら
46

％
削
減
に
引
き
上
げ
ま
し
た
。

　

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
削
減
に
向
け
て
お
客
様

へ
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
提
案
と
建
設
工
事
の

効
率
化
を
推
進
し
ま
す
。

0
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〈目標値〉

排出量

削
減
率（
％
）

削減率（1990年度比）

排
出
量(

　
　
　
　
　
）

ｔ
ー
CO2

万

建設段階の二酸化炭素排出量の推移

1990 2004 2005 2006 2007 2008 2012（年度）

37.7

26.1 25.6
21.526.426.4

31 32 30

43
46 46

20.3 20.3

床から天井までの全面の窓と、2 階以上に設けられた
オフィステラスにより、どのフロアでも周辺の緑豊か
な公園との一体感で自然とのつながりを意識できる
テナントビルとなっています。
自然換気装置・ルーバー・庇付カーテンウォール、
Low-E ガラス、エコキュート、空冷ヒートポンプエア
コン、当社開発の照明器具エコルミ
などの省エネルギー技術を採用しま
した。LCCO2は、基準建物と比較し
て約25％削減できます。お客様の
ニーズを実現するため設計・建設を
通じた総合的な環境配慮に取り組
み、＊２CASBEEでAランク（大変良
い）取得のお役に立てたと思います。

日
本
で
は
、
地
球
温
暖
化
の
主
要

因
で
あ
る
C
O
2
排
出
の
約
４
割
に

建
設
物
が
関
わ
っ
て
い
ま
す
。
そ

の
う
ち
半
分
以
上
は
建
設
後
の
建

物
運
用
に
よ
る
排
出
で
す
。

私
た
ち
は
、
建
物
の
設
計
・
建
設

工
事
な
ど
に
携
わ
る
立
場
と
し
て
、

建
物
の
L
C
C
O
2
を
削
減
す
る
取

り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

特
に
建
物
の
運
用
に
お
い
て
は
、

保
有
す
る
多
様
な
技
術
を
活
用
し
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
と
C
O
2
排
出
の

大
幅
削
減
を
図
り
ま
す
。

CO2削減ソリューション

＊１LCCO2 ：建物のライフサイクル（資材生産～建設～運用～修繕・改修～解体～リサイクル・廃棄）でのCO2排出量。
＊２ＣＡＳＢＥＥ ： 建築環境総合性能評価システム（Comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency）。

今
後
の
取
り
組
み

２
０
０
８
年
度
の
取
り
組
み
・
成
果

平和島トーセイビル

東京本社設計本部
建築設計専門士
小林浩

自然環境とつながるオフィスで 
ＬＣＣＯ２を削減

※2009年4月、建物の省エネルギー化に一層効果的に取り組む
ため、建物の省エネルギーに関するコンサルティングを行うグル
ープ会社を、ビル管理などを行っている他のグループ会社「大林フ
ァシリティーズ（株）」に一本化しました。

省エネルギービル総合
評価システム「エコナビ」、
省エネルギー要素技術
「O-GRID」「NEXAT」
など

省エネルギー運用支援
システム「BILCON-Σ」

改修工事

省エネルギーコンサルティング

新築建物 既設建物

省エネルギー
計画

新築工事

省エネルギー診断

省エネルギー計画

建設工事からのCO2総排出量

化
学
物
質
対
策
で 

安
心
で
き
る
空
間
づ
く
り
を

　

便
利
な
暮
ら
し
を
支
え
て
い
る
さ
ま
ざ
ま

な
化
学
物
質
は
、
建
設
物
に
も
使
用
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

お
客
様
の
ご
要
望
に
お
応
え
す
る
た
め
、

事
業
の
各
段
階
で
化
学
物
質
の
情
報
収
集
や

適
正
管
理
、
有
害
化
学
物
質
の
使
用
削
減
や

影
響
低
減
対
策
を
実
施
し
ま
す
。特
に
、設
計

や
新
築
・
改
修
工
事
で
は
Ｖ
Ｏ
Ｃ
の
確
認
な

ど
シ
ッ
ク
ハ
ウ
ス
対
策
を
、改
修
・
解
体
工
事

で
は
石
綿
な
ど
有
害
化
学
物
質
を
含
む
建
設

廃
棄
物
の
適
正
な
処
理
を
重
視
し
て
い
ま
す
。

・ 

お
客
様
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
汚
染
土
壌
浄

化
技
術
を
開
発
・
展
開（
下
コ
ラ
ム
参
照
）

・ 「
新
石
綿
除
去
シ
ス
テ
ム
」
が
第
10
回
国
土

技
術
開
発
賞
の
優
秀
賞
を
受
賞

　

石
綿
の
飛
散
抑
制
剤
、
ド
ラ
イ
ア
イ
ス
高

圧
吹
付
に
よ
る
石
綿
除
去
工
法
、
飛
散
石
綿

濃
度
の
リ
ア
ル
タ
イ

ム
計
測
の
一
連
の
技

術
に
よ
り
、
大
空
間

や
狭
い
部
分
で
の
石

綿
の
安
全
・
確
実
・

効
率
的
な
除
去
を
可

能
に
し
た
こ
と
が
評

価
さ
れ
、
受
賞
し
ま

し
た
。

　

お
客
様
へ
の
化
学
物
質
対
策
の
提
案
推
進

と
設
計・建
設
段
階
で
の
対
応
を
実
施
し
ま
す
。

＊3ＶＯＣ、重金属、油などさまざまな汚染土壌に対応す
る技術を幅広く保有しています。お客様のニーズに合わ
せて最適な対策を提案、実施するため、２００８年度は
新たに、汚染土を従来技術より低コストで確実に処理す
る２つの技術を開発・提供しました。

■「アールキュービックＭＩＮＩ土壌洗浄システム」
重金属で汚染された土壌を敷地外に搬出せず、敷地内で
浄化する「アールキュービック土壌洗浄システム」を小
型化し、狭い敷地や小規模な土壌汚染への対応を可能に
しました。
土壌の搬出が不要なため運搬車両の騒音・振動やCO2
の発生などを低減でき、洗浄水・すすぎ水は循環利用し
ます。処理土量5,000m3の場合、浄化費用は約20％の削
減が図れます。

■ＶＯＣ汚染浄化用微生物栄養材「クロロクリンＷ」
土中のＶＯＣ分解菌を活性化させる栄養材で、汚染土壌
を掘削することなく浄化できます。
「クロロクリンＷ」を注入井戸に投入すると、水に溶けて
土中の広範囲に浸透し、ゆっくりと栄養材が分解される
ため長期間浄化効果が持続できます。主成分は食品添加
物で、最終的には分解消滅します。
操業中の工場など建物の直下でもＶＯＣ汚染を浄化で
き、浄化費用は約30％削減できます。

＊3土壌のＶＯＣ汚染：
 ＩＣ基盤・電子部品の洗浄や、ドライクリーニングで使用される揮発性有機化合物（VOC）による汚染。汚染範囲が広範囲
に及ぶ場合がある。

主な化学物質と各段階での対応例

化学物質

設計段階

建
設
段
階

営業段階 ●規制等調査
●発注者要望確認

●原因物質使用削減
●規制、要望対応
●建材サンプル確認

●使用資材含有物質確認、
   資料整備
●使用資材見直し
●施工方法検討
●濃度測定、換気

VOC
（揮発性有機化合物）

－

石綿
（アスベスト）

●使用調査

●使用箇所確認
●施工届出
●施工箇所養生など
●適正廃棄

－

－

●使用調査

〈石膏ボード〉
ヒ素・カドミウム

●使用箇所確認
●分別解体
●適正廃棄

－

－

 〈汚染土壌〉
VOC・重金属・油類等

●土壌汚染調査

●事前調査内容確認
●汚染土壌対策
●搬出土砂調査
●搬入土砂調査

PCB
（ポリ塩化ビフェニル）

●使用・有無調査

●有無確認
●所有者（発注者）による
   自治体への届出確認
●施工箇所養生など
●所有者（発注者）に引渡し

－

－新築
工事

改修
工事

解体
工事

今
後
の
取
り
組
み

クロロクリンWを注入
注入井戸 揚水井戸

排水処理

不飽和層

帯水層
土着の微生物が活性化し
VOCを分解浄化

使用中の建物

難透水層

２
０
０
８
年
度
の
取
り
組
み
・
成
果

汚染土壌浄化のさまざまなニーズに対応

99 00 01 02 03 04 05 06 07 08（年度）
0

50

100

150
（件数）

■ 調査（対策に伴うものも含む） ■ 対策工事

当社の土壌汚染調査および対策工事実績

「新石綿除去システム」開発メンバー

水処理設備

解泥機

垂直コンベア

スラリー槽 土砂分離機

廃棄土
浄化土

定量供給装置

フィルター
プレス

浄化土

浄化土

オフィステラス

用　途：事務所・店舗
規　模：地上7階建
　　　　延床面積14,449m2

所在地：東京都大田区
発注者：トーセイ㈱
所有者：㈱協和エクシオ

「クロロクリンW」に
よる土壌浄化イメージ

「アールキュービックMINI
土壌洗浄システム」全体イメージ
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環
境
活
動
の 

確
実
な
実
施
の
た
め
に

　

環
境
方
針
を
定
め
、
全
社
的
な
環
境
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム（
Ｅ
Ｍ
Ｓ
）を
構
築
し
、

環
境
活
動
を
推
進
し
て
い
ま
す
。
社
長
が
委

員
長
を
務
め
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ
委
員
会
で
、
活
動
実

績
に
基
づ
き
基
本
方
針
・
方
策
な
ど
を
決
定

し
、
活
動
を
行
っ
て
い
ま
す
。

【
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
】

　

当
社
の
E
M
S
は
Ｉ
Ｓ
Ｏ
１
４
０
０
１
の

認
証
を
取
得
し
て
い
ま
す
。
手
順
に
従
う
こ

と
で
確
実
な
環
境
活
動
を
実
施
で
き
る
独
自

の
ツ
ー
ル「
環
境
ナ
ビ
」
シ
リ
ー
ズ
を
使
用

し
て
Ｅ
Ｍ
Ｓ
の
効
率
的
な
運
用
と
実
効
性
の

向
上
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　

２
０
０
８
年
度
か
ら
は
、
工
事
事
務
所
用

の「
環
境
サ
イ
ト
ナ
ビ
」
の
効
率
を
高
め
た

「
環
境
サ
イ
ト
ナ
ビ
パ
ッ
ク
」
を
全
建
設
現

場
で
運
用
し
て
い
ま
す
。
各
工
事
事
務
所
で

は
こ
の
ツ
ー
ル
を
使
い
、
建
設
現
場
の
条
件

に
合
致
し
た
環
境
保
全
活
動
を
選
択
し
、
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。

【
環
境
法
令
の
周
知
お
よ
び
遵
守
の
徹
底
】

　

社
内
に「
環
境
法
令
質
問
窓
口
」
を
設
置

し
、
建
設
現
場
な
ど
全
社
か
ら
の
問
い
合
わ

せ
に
対
し
て
専
門
ス
タ
ッ
フ
が
調
査
・
回
答

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
年
間
１
３
０
０
件
を

超
え
る
回
答
の
う
ち
重
要
な
内
容
に
つ
い
て

は
、「
環
境
法
令
Ｑ
＆
Ａ
速
報
」や「
環
境
法

令
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
」
と
し
て
ま
と
め
、
社
内

へ
水
平
展
開
し
て
い
ま
す
。

【
環
境
研
修
】

　

環
境
法
令
を
中
心
に
研
修
を
行
い
、
全
社

的
に
リ
ス
ク
の
低
減
や
意
識
の
向
上
を
図
っ

て
い
ま
す
。
２
０
０
８
年
度
は
２
２
７
回
の

環
境
研
修
を
実
施
し
ま
し
た
。

【
不
適
合
な
ど
へ
の
対
応
】

　

建
設
現
場
へ
の
行
政
指
導
や
ご
意
見
な
ど

は
、
内
容
に
応
じ
て
Ｃ
Ｓ
Ｒ
委
員
会
に
報
告

さ
れ
、
全
社
的
な
再
発
防
止
に
繋
げ
て
い
ま

す
。

　

２
０
０
８
年
度
は
、
不
適
合
４
件
と
騒

音
・
振
動
な
ど
の
苦
情
が
８
７
６
件
、
そ
の

他
44
件
に
対
し
て
適
切
な
対
応
を
実
施
し
、

周
辺
環
境
へ
の
配
慮
に
努
め
ま
し
た
。

研修名 受講者数

環
境
法
令
研
修

所長向け（土木・建築） 850
現場担当者向け（土木・建築） 799
現場事務担当者向け（土建共通） 244
営業担当者向け（土建共通） 482
工事部門担当者向け（土建共通） 406
特別版 345
事業主向け 408
その他（出向、派遣） 384

環境技術・配慮提案事例研修 252
ＣＳＲ報告書（主に環境）説明会 478

計　延べ4,648名

環境研修の延べ受講者数（2008年度）

業
界
を
リ
ー
ド
す
る 

建
設
廃
棄
物
対
策

　

日
本
の
全
産
業
の
廃
棄
物
排
出
量
と
最
終

処
分
量
の
約
２
割
を
建
設
廃
棄
物
が
占
め
て

い
ま
す
。

　

私
た
ち
は
、
業
界
に
先
駆
け
て
１
９
９
９

年
か
ら
廃
棄
物
の
発
生
を
抑
制
し
、
最
終
処

分
量
を
ゼ
ロ
に
近
づ
け
る「
建
設
現
場
の
ゼ

ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
活
動
」に
取
り
組
み
ま
し

た
。

　
「
意
識
の
共
有
」、「
発
生
の
抑
制
」、「
効
率

的
分
別
」、「
再
資
源
化
」
の
４
つ
の
手
法
を

使
い
、
２
０
０
５
年
か
ら
は
全
建
設
現
場
を

対
象
に
、
廃
棄
物
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
活

動
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

・ 

建
設
現
場
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
達
成
率
、

建
設
廃
棄
物
の
リ＊

１

サ
イ
ク
ル
率
が
向
上

　

建
設
資
機
材
の
梱
包
の
簡
素
化
や
繰
り
返

し
使
用
な
ど
に
よ
り
廃
棄
物
を
削
減
す
る

と
と
も
に
、
事
前
の
廃
棄
物
予
測
や
再
資
源

化
ル
ー
ト
の
確
保
、
分
別
な
ど
の
徹
底
に
よ

り
、
建
設
廃
棄
物
の
発
生
抑
制
と
再
資
源
化

に
努
め
て
い
ま
す
。

 ・
電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
利
用
率
が
向
上

　

廃
棄
物
の
適
正
処
理
を
徹
底
す
る
た
め
、

２
０
０
３
年
度
か
ら
電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の

利
用
拡
大
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
毎
年
利

用
現
場
を
拡
大
し
、
全
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
利
用

件
数
の
う
ち
59
％
を
電
子
化
し
ま
し
た
。

　

建
設
現
場
で
の
廃
棄
物
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ

ョ
ン
活
動
の
工
夫
と
取
り
組
み
事
例
の
水
平

展
開
を
推
進
し
ま
す
。

建
設
資
機
材
の
グ
リ
ー
ン
調
達
の

実
績
が
向
上

　

日
本
で
建
設
活
動
に
投
入
さ
れ
る
資
材
は

全
産
業
の
約
４
割
を
占
め
ま
す
。

　
「
事
務
用
品
お
よ
び
建
設
資
機
材
等
グ
リ

ー
ン
調
達
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」を
定
め
、
す
べ
て

の
事
業
活
動
で
環
境
負
荷
の
小
さ
い
製
品
や

技
術
、構
工
法
の
調
達
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

・ 

建
設
資
機
材
の
グ＊

２

リ
ー
ン
調
達
率
17・
8
％

　

グ
リ
ー
ン
調
達
額
は
8
3
4
億
円
で
し
た
。

　

調
達
率
は
昨
年
度
実
績
か
ら
3.9
ポ
イ
ン
ト

向
上
し
ま
し
た
が
、
目
標
の
18
％
に
は
達
し

ま
せ
ん
で
し
た
。

　

お
客
様
へ
の
環
境
配
慮
製
品
採
用
の
提
案

と
建
設
現
場
で
の
グ
リ
ー
ン
調
達
を
推
進
し

ま
す
。
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0

建設現場のゼロエミッション達成率

20062005 2007 2008
〈目標値〉

達
成
率（
％
）

2012（年度）

76.4 80.7 84.2
90

68.2
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80
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リ
サ
イ
ク
ル
率
（
％
）

2004 20062005 2007 2008

排
出
量
（
千
ｔ
）

新築 解体 リサイクル率

建設廃棄物の排出量・リサイクル率の推移（汚泥を除く）

2012（年度）
〈目標値〉

325

1,125

196

97.2

95.8 1,321

1,351

152

97.9 98

1,503

1,171

95.1

1,654
1,536

1,746

365 431

1,329

94.6

1,315

今
後
の
取
り
組
み

今
後
の
取
り
組
み

２
０
０
８
年
度
の
取
り
組
み
・
成
果

新日本石油（株）と共同で「エコサルファー防食工法」
を開発しました。石油精製時副産物をリサイクルした
耐酸性の高い硫黄固化体のボードで、下水道構造物な
どの長寿命化を図ります。ボード製造時のCO2排出量
は通常のコンクリート製品
の約半分です。適用面積（工
事中含む）は2006、2007 
年度の2 年間で281m2 で
したが、2008 年度末には
4,000m2を超えました。

エコサルファー防食工法の普及を推進

２
０
０
８
年
度
の
取
り
組
み
・
成
果

建設廃棄物の排出量・リサイクル率(汚泥を除く)

＊１リサイクル率：最終処分以外の処理（再資源化、減容化）の割合（＝100（%）－最終処分率（%））。
＊２グリーン調達率：全調達額に占めるグリーン調達額の割合。

鉄道高架橋の側壁を改修する際に、古いコンクリートブ
ロックを独自の「スムースボード」で挟み込んで補強す
る工法を開発・適
用しました。コンク
リートブロック撤去
による廃棄物の発
生の抑制と、騒音・
振動の低減、改修工
事の低コスト化を
実現できました。

廃棄物の少ない改修工法を開発

改修工事実施

未実施

「環境サイトナビパック」による
工事事務所の環境保全活動選択項目

 1　資源・エネルギーの使用を抑制する

 2　廃棄物の発生を抑制する

 3　建設残土の発生を抑制する

 4　排気ガスの発生を抑制する

 5　粉塵の発生を抑制する

 6　二酸化炭素の発生を抑制する

 7　オゾン層破壊物質の発生を抑制する

 8　型枠用熱帯材合板の使用を抑制する

 9　騒音の発生を抑制する

 10　振動の発生を抑制する

 11　悪臭の発生を抑制する

 12　有害化学物質の発生を抑制する

 13　水質汚濁物質の発生を抑制する

 14　土壌汚染物質の発生を抑制する

 15　地盤沈下の発生を抑制する

 16　列車運転の阻害を防止する

 17　坑内ガスの発生を抑制する

 18　グリーン調達を実施する

 19　自然環境・生態系の変更を抑制する

10％硫酸水溶液浸漬試験結果（3ヵ月後）

硫黄固化体 コンクリート

※ゼロエミッション達成基準
建設廃棄物（汚泥を除く）の最終処分率5%以下
［建築新築工事］上記または最終処分量5kg/m2以下

不適合 対応

不適合と対応の概要（2008年度）

手動での薬剤投入を自動で実施する方法に変更し、確実
なpH処理を実施。

オイルフェンスにより油の拡散を防止し、油吸着マット
で油を回収した後、川岸等の清掃を実施。また、変圧器
の処理手順を作業員に周知徹底して実施。

作業計画の不備を訂正し、作業手順等を作業員に周知徹
底して実施。

搬出された汚泥をすべて回収し、産業廃棄物として適正処理。

解体工事で変圧器を転倒させ、絶縁油が敷地外の河川等へ
流出。

石綿の除去工事で、変更の届出をせずに作業計画を変更
し、実施。

掘削工事で発生した地下水のpH処理が不十分となり、基
準を超えた排水が下水道へ流出。

杭工事から発生した汚泥を誤って土砂として場外へ搬出。
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地
内
で
は
、
国
内
絶
滅
危
惧
種
で
あ
る
キ
ン

ラ
ン
が
生
育
す
る
雑
木
林
の
保
全
と
研
究
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

【
化
学
物
質
の
使
用
削
減
と
適
正
管
理
】

　

機
械
工
場
と
技
術
研
究
所
で
は
、
Ｐ＊

１

Ｒ
Ｔ

Ｒ
法
の
対
象
物
質
取
扱
量
の
把
握
と
削
減
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
機
械
工
場
で
は
、
保

有
資
機
材
の
塗
装
方
法
を
改
善
し
て
、
取
扱

量
を
削
減
し
て
い
ま
す
。

　

保
有
す
る
土
地
の
利
用
履
歴
調
査
で
は
、

汚
染
土
壌
の
飛
散
・
流
出
の
恐
れ
の
あ
る
土

地
は
見
つ
か
っ
て
い
ま
せ
ん
。
土
地
売
却
時

に
は
、
必
要
に
応
じ
て
、
指
定
調
査
機
関
で

調
査
し
て
い
ま
す
。

　

保
有
す
る
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
に
つ
い
て
は
、

自
治
体
に
届
け
出
る
と
と
も
に
、
適
正
に
管

理
・
保
管
し
て
い
ま
す
。
２
０
０
８
年
度
は

日
本
環
境
安
全
事
業（
株
）
で
コ
ン
デ
ン
サ

33
台
、
ト
ラ
ン
ス
１
台
の
処
理
が
完
了
し
ま

し
た
。

【
事
務
用
品
等
の
グ
リ
ー
ン
調
達
】

　

自
社
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
基
づ
い
て
事
務

用
品
等
の
グ
リ
ー
ン
調
達
を
推
進
し
て
い
ま

す
。
全
社
で
活
用
す
る
事
務
用
品
等
調
達
シ

ス
テ
ム「
Ｂ
ｉ
ｚ
ｎ
ｅ
ｔ
」
で
は
、
商
品
選

択
画
面
に
環
境
対
応
識
別
マ
ー
ク
を
表
示
し

て
選
択
を
促
し
ま
す
。

　

２
０
０
８
年
度
の
オ
フ
ィ
ス
用
品
等
の
グ

リ
ー
ン
調
達
率
は
75
％
で
し
た
。

建設機械のメンテナンスなどを行う東京機械工場では、さまざま
な側面から環境保全への取り組みを進めています。
■廃棄物のリサイクル率向上
産業廃棄物、一般廃棄物、資源ごみなどを43 種類に分別し
ています。ゴミ集積所や食堂前などに目標と現況報告や分別
概念図を掲示し、また各部署から選出された環境推進委員に
よる月２回の巡視によって、分別の徹底を図っています。

大林組の品川事務所で、各部署で使われなくなった
事務用品の再使用（リユース）推進とペットボトルキ
ャップの回収を開始しました。事務用品・ペットボ
トルキャップの回収とリユース事務用品の整理は、
グループ会社のオーク・フレンドリーサービス㈱が、
職域拡大の一環として行っています。
2008年6月から「リユース事務用品コーナー」
を運営し、2009年3月からは各階に事務用品と
ペットボトルキャップの回収容器を設置して、事
務用品の円滑なリユースを図るとともに、世界の
子どもたちにワクチンを届ける「エコキャップ運
動」にペットボトルキャップを寄付しています。

オーク・フレンドリーサービスが 
新たな環境活動を開始

東京機械工場で 
多面的に環境活動を推進

リユース事務用品
回収容器設置場所

リユース事務用品コーナー

■ＰＲＴＲ法対象物質取扱量の削減
塗料等の使用製品と新製品の含有物質を随時比較し、乾燥
性・耐久性の試験を行った上で、対象物質の含有が少ない製
品を採用しています。これらの取り組みが当社のＰＲＴＲ法対
象物質取扱量の削減につながっています。
■環境配慮型自動販売機の設置
消費電力削減のため、新しい自動販売機の導入時に設置済み
の機種もすべて省エネルギー型に変更しました。台数は6台か
ら7台に増えましたが、年間消費電力は39％削減できました。

資源ゴミ集積場所 屋外のゴミ集積所

＊１ＰＲＴＲ法： 
特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律。PRTRはPollutant Release and Transfer 
Registerの略で、有害性のある化学物質の排出量及び移動量を把握、集計・公表する仕組み。

（
kg
）

PRTR法対象物質取扱量
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量
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用紙使用量 CO2排出量

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

用紙使用量

廃
棄
物
排
出
量（
万
t
）

ｔ－

CO2

(

　
　
　
　 

）

千

C
O
2
排
出
量

ｔ－

CO2

(

　
　
　
　 

）

千

C
O
2
排
出
量

大林組グループ全体の環境データ 連絡会参加会社の環境データ

396 380 371
382

260 274 247 227

364 361
311 302

59.9 60.6 62.4
66.0

31.7
18.7

30.6 31.3

98.9 89.2 87.7
91.9

■グループ会社環境保全活動連絡会参加会社（2008年度）
・建設事業･･･大林道路㈱、㈱内外テクノス、オーク設備工業㈱、大林ファシリティーズ㈱、相馬環境サービス㈱、㈱オーク・エルシーイー
・不動産・開発事業･･･大林不動産㈱
・その他事業･･･ 〈ゴルフ施設関連〉睦沢グリーン開発㈱、茨城グリーン開発㈱、〈飲食関連〉ルポンドシエル㈱、〈情報関連〉㈱オーク情報システム

自
社
関
連
施
設
な
ど
で
の 

着
実
な
取
り
組
み

　

自
社
の
環
境
活
動
を
進
め
る
と
と
も
に
、

「
グ
ル
ー
プ
会
社
環
境
保
全
活
動
連
絡
会
」

で
、
大
林
組
グ
ル
ー
プ
全
体
と
し
て
の
環
境

へ
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

【
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
省
資
源
・
リ
サ
イ
ク
ル
】

　

オ
フ
ィ
ス
で
は
、
電
力
や
紙
の
使
用
量

と
、
廃
棄
物
の
削
減
・
リ
サ
イ
ク
ル
の
目
標

値
を
設
定
し
て
い
ま
す
。

　
「
チ
ー
ム
・
マ
イ
ナ
ス
６
％
」に
参
加
し
、

ク
ー
ル
ビ
ズ
を
実
施
し
て
い
る
ほ
か
、
オ
フ

ィ
ス
の
定
時
自
動
消
灯
や
紙
の
両
面
使
用
、

事
務
用
品
の
再
利
用
、
廃
棄
物
の
分
別
な
ど

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

グ
ル
ー
プ
会
社
環
境
保
全
活
動
連
絡
会
で

は
、
C
O
2
排
出
量
、
廃
棄
物
排
出
量
、
紙
使

用
量
に
つ
い
て
共
通
目
標
を
設
定
し
、
活
動

し
て
い
ま
す
。

【
保
有
地
の
生
物
多
様
性
保
全
】

　

森
林
法
に
基
づ
き
認
可
を
受
け
て
下
刈
や

除
間
伐
な
ど
の
管
理
を
行
っ
て
い
る
森
林

を
、
約
３
１
０
ヘ
ク
タ
ー
ル
保
有
し
て
い
ま

す
。
森
林
の
多
様
な
機
能
を
保
全
し
、
健
全

な
森
林
生
態
系
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

　

東
京
都
清
瀬
市
に
あ
る
技
術
研
究
所
の
敷

環境活動に対する社員の意識の高揚を図り、積極的な参
加を推進するため、社内の優れた環境活動の表彰と事例
の発表会を始めました。2008年に実施・継続していた
活動を対象に社内に公募を行い、2009年6月2日に開
催した第一回「大林組環境大賞表彰式・環境保全活動事
例発表会」では、80件の応募の中から大賞1件、優秀賞
5件の表彰と、受賞事例を含む11件の活動事例の発表
を行いました。また、月尾嘉男東大名誉教授をお招きし、
「企業の社会責任と環境問題」をテーマにご講演いただき
ました。

「大林組環境大賞」表彰と事例発表会をスタート

※オーク・フレンドリーサービスは障がい者雇用促進のため
の特例子会社で、清掃業務・郵便物運送受託業務・印刷製
本業務などを行っています。

表彰された活動

白石社長（ＣＳＲ委員会委員長）
による開会挨拶

本大会発表者の移動などに伴うCO2 排
出量（320kg-CO2）の相殺分と会場での
電力使用量などに相当する電力量分と
して1,000kWh のグリーン電力証書を
購入しました。
（計算に当たっては、排出原単位として
0.555kg-CO2/kWh を使用しています）

大
賞

自然環境の保全に配慮した生産施設の
ランドスケープ基本計画 
（六花亭製菓（株）六花の森プロジェクト） （P.9参照）

優
秀
賞

大阪駅でのＣＳＲ取り組み
（廃棄物・電力削減、社会貢献）

イオンレイクタウンにおける環境への取り組み
（顧客とともに）

竜串地区自然再生事業
「竜串湾内泥土除去工事」

エコサルファー防食工法 
（下水道構造物の長寿命化技術） （P.37参照）

なんばパークスの大規模屋上緑化による
環境負荷低減効果の対外的アピール活動

大林組環境大賞「六花の森プロジ
ェクト」への表彰状の授与

事例発表

発表事例関連メンバー

※2012年度目標値は機械工場での取扱量です。
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■環境会計 （抜粋）

1

2

3

4

5

6

7

2008

グ
リ
ー
ン
調
達

建
設
廃
棄
物
排
出

C
Ｏ
2
排
出

2004 2005 2006 2007 （年度）

4

8

12

16

20

24

28

CO2排出 グリーン調達
※値が大きいほど効率が向上していることを表わします。

（億円）

■ 環境損傷対応コスト ■ 社会活動コスト■ 社会活動コスト ■ 研究開発コスト
■ 管理活動コスト ■ 上下流コスト ■ 事業エリア内コスト
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建設廃棄物排出
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14
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16 0.16
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14
9
18
0.06
4.64

270

16
10

24
0.13
0.04

236

15
8

22 0.14
0.38

19.1

4.17

3.35
3.03

2.66

13.9

4.324.33

15.114.8

4.84

5.31

6.64

4.99

17.9

321 320

281275

324

環境保全コスト 環境効率性指標

■マテリアルフローの概要 （2008年度）

■環境目標と実績（抜粋）

項　目 環境目標 単位
2008年度 2009年度 2012年度

目標値 実績値 評価 目標値 中期目標値

地球温暖化対策

設計する建物のLCCO2削減率 ％ ̶ 30.4 ̶ 30以上 30以上

建設工事からのCO2排出量削減率 ％ ̶ 46.2 ̶ 46以上 46以上

建設現場での省燃費運転実施率 ％ 95以上 95.1 ○

日常管理に移行建設現場での省燃費運転の
実施度調査合格率 ％ 95以上 97.3 ○

建設廃棄物対策

当社ゼロエミッション達成基準を
満たす建設現場の割合 ％ 83以上 84.2 ○ 86以上 90以上

建設廃棄物（汚泥を除く）の
全体リサイクル率 ％ 97.5以上 97.9 ○ 98以上 98以上

建設現場での電子マニフェスト
利用率 ％ 55以上 58.8 ○ 65以上 80以上

化学物質対策

ＰＲＴＲ法対象物質取扱量 kg 700以下 533 ○ 530以下 530以下

キシレン使用量 kg 260以下 173 ○ 172以下
上欄に含む

1-3-5トリメチルベンゼン使用量 kg 285以下 268 ○ 254以下

生態系保全

該当工事での環境保全活動実施率 ％ 100 100 ○ 100 100

社員に対する植林などの
イベント情報提供回数 回 12以上 12 ○ 12以上 12以上

グリーン調達 建設資機材等のグリーン調達率 ％ 18以上 17.8 △ 18以上 25以上

共通業務
（オフィス）

オフィスでの電力使用量 kWh/人 2,356以下 1,845 ○ 1,805以下 1,745以下

オフィスでの用紙使用量 kg/人 61以下 57.7 ○ 56以下 56以下

オフィスでの水道水使用量 ㎥/人 10.2以下 8.1 ○ 7.7以下 7.4以下

オフィスでの一般廃棄物排出量 kg/人 140以下 113.5 ○ 107以下 100以下

オフィスでの事務用品等の
グリーン調達率 ％ 78以上 75 × 78以上 90以上

凡例 〇：目標値を達成した項目
  ×：目標値を未達成の上、前年度実績より低下した項目

△：目標値を未達成であるが、前年度実績より向上もしくは同レベルの項目
─：該当なし

環
境
関
連
デ
ー
タ

【
環
境
会
計
】

　

環
境
保
全
コ
ス
ト
は
減
少
し
ま
し
た
。
建

設
汚
泥
排
出
量
の
削
減
に
よ
る
廃
棄
物
処
理

費
用
の
削
減
が
主
な
要
因
で
す
。
Ｃ
Ｏ
２

排

出
、
建
設
廃
棄
物
排
出
、
グ
リ
ー
ン
調
達
の

環
境
効
率
性
指
標
は
、
す
べ
て
前
年
度
よ
り

向
上
し
ま
し
た
。

【
環
境
目
標
と
実
績
】

　

Ｅ
Ｍ
Ｓ
で
活
動
実
績
を
把
握
・
評
価
し
、

次
年
度
以
降
の
目
標
や
活
動
項
目
を
見
直
し

て
取
り
組
み
向
上
に
つ
な
げ
て
い
ま
す
。

　

地
球
温
暖
化
対
策
の
う
ち
建
設
現
場
で
の

省
燃
費
運
転
は
、
ほ
ぼ
定
着
し
た
と
考
え
ら

れ
る
た
め
日
常
管
理
に
移
行
し
、
次
年
度
以

降
は
設
計
す
る
建
物
の
Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｏ
２
と
建
設

工
事
か
ら
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量（
総
量
）の
削
減

率
を
年
度
目
標
と
し
て
設
定
し
ま
す
。

【
マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
】

　

建
設
工
事
で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
で
Ｃ
Ｏ
２

な
ど
の
ガ
ス
が
排
出
さ
れ
、
建
設
資
材
の
端

材
や
解
体
さ
れ
た
建
物
な
ど
が
廃
棄
物
と
な

り
ま
す
。
建＊

下
図
①設

工
事
か
ら
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量

よ
り
、
建＊

下
図
②物

運
用
や
建＊

下
図
③設

資
材
生
産
か
ら
の

排
出
量
が
多
い
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

※2006年度、2007年度の集計に誤りがあったため値を修正しています。
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● ● ● OBAYASHI Corporate Social Responsibility 

主な外部表彰（2008年度） 「
Ｃ
Ｓ
Ｒ
報
告
書
２
０
０
８
」に

い
た
だ
い
た
ご
意
見
に
つ
い
て

　

昨
年
発
行
し
た「
大
林
組
Ｃ
Ｓ
Ｒ
報
告
書

２
０
０
８
」に
対
し
、２
０
０
９
年
３
月
末
ま

で
に
、
社
外
か
ら
67
件
の
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答

を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
ま
た
、
イ
ン
ト
ラ
ネ

ッ
ト
を
利
用
し
た
社
内
ア
ン
ケ
ー
ト
に
は
、

３
０
０
１
件
の
回
答
が
あ
り
ま
し
た
。

　

い
た
だ
い
た
ご
意
見
は
、Ｃ
Ｓ
Ｒ
委
員
会
へ

報
告
す
る
と
と
も
に
、
今
後
の
取
り
組
み
と

報
告
書
作
成
の
参
考
に
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま

し
た
。
貴
重
な
ご
意
見
を
い
た
だ
き
ま
し
た

こ
と
に
、心
よ
り
感
謝
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

今
後
も
、
皆
様
の
ご
期
待
に
お
応
え
で
き

る
よ
う
、
社
会
的
責
任
を
果
た
す
こ
と
に
努

め
て
ま
い
り
ま
す
。

名称＜受賞部門等＞ 主催団体 対象
第49回 ＢＣＳ賞＜本賞＞ 社団法人建築業協会 大阪弁護士会館

第49回 ＢＣＳ賞＜特別賞＞ 社団法人建築業協会 なんばパークス

2008年度グッドデザイン賞
＜オフィス・商業施設、生産施設部門＞ 財団法人日本産業デザイン振興会 GRANDRIVE

第10回 国土技術開発賞 財団法人国土技術研究センター /
財団法人沿岸技術センター

新石綿除去システム、三重管基礎杭工法の開発・施工（東
京都などと共同開発）

ダム工学会 第19回研究発表会＜優秀発表賞＞ ダム工学会 エコーチップ、分光測色計等による岩石判定と骨材用原石
の選別掘削

第6回 環境・設備デザイン賞
＜建築・設備統合デザイン部門優秀賞＞ 社団法人建築設備綜合協会 平和の門－広島

第10回 電力負荷平準化機器・システム表彰
＜財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター理事長賞＞ 財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター ＮＨＫ神戸放送会館の水蓄熱システム

第18回 ＢＥＬＣＡ賞＜ロングライフ部門＞ 社団法人建築・設備維持保全推進協会 ルポンドシエルビル

平成19年度 全建賞＜住宅部門＞ 社団法人全日本建設技術協会 桃坂コンフォガーデン

平成20年度 優良消防用設備等表彰 消防庁 なんばパークス総合消防防災システム

第4回 彩の国人にやさしいまちづくり賞 彩の国人にやさしい建物づくり連絡協議会 浦和駅東口駅前地区第二種市街地再開発事業
特定施設建築物

第54回 大阪建築コンクール＜渡辺節賞＞ 社団法人大阪府建築士会 大手前大学夙川キャンパスメディアライブラリーＣＥＬＬ

グリーンマーク・プラチナ・アワード シンガポール国家開発省 建築建設局（ＢＣＡ） オーシャンファイナンシャルセンター新築工事

平成20年度 リデュース・リユース・リサイクル推進功労
者等表彰
＜リデュース・リユース・リサイクル推進協議会会長賞＞

リデュース・リユース・リサイクル推進協議会

経産省耐震建築ＪＶ、第二東名島田ＪＶ、神田司町・東京
本社一級建築士事務所、ＰＦＩ西が丘・大林・梓設計共同
企業体、大阪本店一級建築士事務所・なんばパークス２期
ＪＶ、阪神高速伏見ＪＶ、大林道路株式会社香川アスファ
ルト混合所

2008年度 日本経団連推薦社内報＜推薦社内報総合賞＞ 社団法人日本経済団体連合会
社内広報センター 社内報「マンスリー大林」

ＩＮＴＥＲＩＯＲ ＬＩＦＥＳＴＹＬＥ ＡＷＡＲＤＳ
＜JID DＥＳＩＧＮ ＡＷＡＲＤ＞ 国際見本市「インテリアライフスタイル」 調湿・脱臭製品「炭草花」シリーズ

（ＩＯＴカーボン株式会社）

大阪弁護士会館

最近では、企業の財務的な面を分析して投資するだけ

ではなく、企業が社会の中でどのように責任を果たし

ているかも評価し、投資を行うＳＲＩ（社会的責任投資）

が注目されています。

私たちは、世界でもっとも信頼されているＳＲＩの指

標のひとつである「FTSE4Good Global Index」に採用

されています。そのほか、「モーニングスター社会的責

任投資株価指数」にも組み入れられています。

なんばパークス

浦和駅東口駅前地区
第二種市街地再開発
事業特定施設建築物

ＳＲＩインデックスへの組み入れ

●
自
由
回
答
で
い
た
だ
い
た
ご
意
見
の
例

〈
報
告
書
の
内
容
に
つ
い
て
〉

・
環
境
の
数
値
目
標
が
明
確
だ
が
、
そ
の
他
に
つ

い
て
明
確
な
数
値
目
標
が
あ
る
と
良
い
（
協
力

会
社
）

・
環
境
面
で
の
実
績
を
も
っ
と
出
し
て
も
良
い

（
協
力
会
社
）

・
二
酸
化
炭
素
排
出
削
減
に
つ
い
て
も
っ
と
具
体

的
に
示
す
と
良
い（
協
力
会
社
）

・
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
も
っ
と
具
体
的
に
掲
載
し
て

欲
し
い（
お
客
様
）

〈
報
告
書
の
分
か
り
や
す
さ
に
つ
い
て
〉

・
活
動
の
総
括
表
が
見
開
き
で
見
や
す
か
っ
た

（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
環
境
関
係
者
）

・
具
体
的
な
内
容
が
分
か
り
や
す
く
記
さ
れ
て
い

る（
お
客
様
）

・
写
真
や
図
が
多
く
分
か
り
や
す
い（
協
力
会
社
）

・
文
字
や
写
真
が
小
さ
い（
株
主
・
投
資
家
）

・
専
門
用
語
が
多
く
分
か
り
づ
ら
い（
お
客
様
）

・
縦
書
き
が
読
み
や
す
く
、
右
開
き
が
新
鮮
だ
っ

た（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
環
境
関
係
者
）

〈
企
業
活
動
な
ど
に
つ
い
て
〉

・
今
後
も
Ｃ
Ｓ
Ｒ
を
実
践
し
て
欲
し
い（
お
客
様
）

・
環
境
配
慮
で
の
先
進
的
な
取
り
組
み
を
期
待
す

る（
お
客
様
）

・
協
力
会
社
向
け
に
安
全
の
資
料
作
成
・
教
育
を

も
っ
と
行
っ
て
欲
し
い（
協
力
会
社
）

・
大
林
組
が
進
む
べ
き
方
向
が
確
認
で
き
た（
社
員
）

・
社
員
全
員
が
Ｃ
Ｓ
Ｒ
を
実
践
す
る
必
要
が
あ
る

と
感
じ
た（
社
員
）

・
自
分
の
職
場
以
外
で
の
活
動
が
分
か
っ
て
良
か

っ
た（
社
員
）

興味を持ったページ
（上位10項目）

内容のわかりやすさ 記載されている情報 社外アンケート回答者の立場
（複数選択可）

わかりやすい
68%

普通
30%

わかりにくい
1%

未回答
1%

充実している
79%

普通
19%

物足りない
1%

未回答
1%

わかりやすい
31%

普通
63%

わかりにくい
3%

未回答
3%

はい
82%

いいえ
3%

わからない
12%

未回答
3%

興味を持ったページ 選択率

大林組の社会的責任 45%

協力会社とともに 37%

環境への責任 34%

対談 28%

建設現場の安全衛生 25%

お客様への責任 22%

地域・社会貢献 19%

トピックス 16%

コーポレート・ガバナンス 13%

会社概要 9%

興味を持ったページ
（上位10項目）
興味を持ったページ 選択率

対談 43%

お客様への責任 38%

トピックス 36%

大林組の社会的責任 32%

環境への責任 30%

社員とともに 26%

地域貢献 21%

コーポレート・ガバナンス 18%

第三者評価 17%

建設現場の安全衛生 17%

内容のわかりやすさ  報告書が大林組およびその
一員としての「社会的責任」
を考えるきっかけになったか

勤務場所 社
内
ア
ン
ケ
ー
ト
の
集
計

社
外
ア
ン
ケ
ー
ト
の
集
計

常設
52％

現場
46％

出向
1％

留学
0％ その他

0％
未回答

1％

株主・投資家
5%

お客様
9%

協力会社
67%

建設現場
周辺に
お住まい
の方
　1%

CSR・
環境関係者

9%

研究・教育関係者
4%

大林グループ関係者
4%

その他
1%

第
三
者
評
価
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